
改 正 後 改 正 前 

（199-2 各連結事業年度の連結法人税の個別帰属額の届出書－連結親法人が特定の医療法人である連結
法人の分）

（186-2 各連結事業年度の連結法人税の個別帰属額の届出書－連結親法人が特定の医療法人である連結
法人の分） 

（平成 26 年 10 月１日以後開始連結事業年度用） 
 

 

 



改 正 後 改 正 前 

（199-3 各連結事業年度の連結法人税の個別帰属額の届出書－連結親法人が特定の医療法人である連結
法人の分）

（199-3 各連結事業年度の連結法人税の個別帰属額の届出書－連結親法人が特定の医療法人である連結
法人の分） 

（平成 28 年１月１日以後開始連結事業年度分から使用） 
 
 

 
（新 設） 



改 正 後 改 正 前 

（199-3 各連結事業年度の連結法人税の個別帰属額の届出書－連結親法人が特定の医療法人である連結
法人の分）

（199-3 各連結事業年度の連結法人税の個別帰属額の届出書－連結親法人が特定の医療法人である連結
法人の分） 

（平成 28 年１月１日以後開始連結事業年度分から使用） 

 

 
（新 設） 

 



改 正 後 改 正 前 

（200-2 各連結事業年度の連結地方法人税の個別帰属額の計算に関する明細書） （200-2 各連結事業年度の連結地方法人税の個別帰属額の計算に関する明細書） 

（平成 28 年１月１日以後開始連結事業年度分から使用） 
 
 

 
（新 設） 



改 正 後 改 正 前 

（200-2 各連結事業年度の連結地方法人税の個別帰属額の計算に関する明細書） （200-2 各連結事業年度の連結地方法人税の個別帰属額の計算に関する明細書） 

（平成 28 年１月１日以後開始連結事業年度分から使用） 

 

 
（新 設） 

 



改 正 後 改 正 前 

（188 連結納税の開始等に伴う時価評価資産に関する届出書） （188 連結納税の開始等に伴う時価評価資産に関する届出書） 

 
（廃 止） 

 

 

（

規

格

Ａ

４

）

連結納税の開始等に伴う時価評価資産  
に関する届出書 

※整理番号  

※連結グループ整理番号  

 

 

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

 

 

 

        税務署長殿 

提出法人 
（フリガナ）  

法 人 名 等
 

 
 

業
年
度
の
連
結
親
法
人 

□
②
株
式
交
換
の
日
の
前
日
の
属
す
る
連
結
事 

□
①
連
結
子
法
人
と
な
る
法
人 

本店又は主たる

事務所の所在地

〒 
 
 
  電話（    ）   －    

納 税 地

〒 
 
 
  電話（    ）   －    

（フリガナ）  

代 表 者 氏 名                   ○印 

事 業 種 目                   業 

資 本 金 又 は
出 資 金 の 額

                  円 

 旧法人税法第 61条の 11第 1 項第 6号ロ           の 開 始 
                    に規定する連結納税     に伴う時価評価資産に関する届出書を 
 旧法人税法第 61条の 12第 1 項第 4号ロ           への加入 
  
 提出します。 

時 価 評 価 資 産 の 状 況 
連 結 納 税 の 開 始 等 に 伴 う 時 価 評 価 資 産 に 関 す る 
届 出 書 付 表 (時 価 評 価 資 産 の 状 況 )の と お り 

連 結 親 法 人 と な る 法 人 又 は 連 結 親 法 人 加 入 す る 連 結 子 法 人 

(フリガナ)  (フリガナ)  

法 人 名 等  法 人 名 等  

納 税 地 

〒 
 
 
 電話（    ）   －    

本店又は主たる

事務所の所在地

〒 
 
 
 電話（    ）   －    

(フリガナ)  (フリガナ)  

代表者氏名  代表者氏名  

事 業 種 目                業 事 業 種 目                業 

資本金又は 

出資金の額 
               円

資本金又は

出資金の額
               円 

申請書を提出

し た 日 及

び 税 務 署

 平成  年  月  日 最初連結親法

 

人事業年度

 自 平成 年  月  日

 

 至 平成 年  月  日

参 考 事 項 

          税務署

申請した旨の

書類を提出し

た 日 及 び

税 務 署

 平成  年  月  日 加入の書類を

提出した日

及び税務署

平成  年  月  日

          税務署
 

        税務署

税 理 士 署 名 押 印                                       ○印  

※税務署

処理欄
部門  

決算

期 
 

業種

番号
 入力  備考  通信日付印 年  月  日 

確認

印 
  

 
20．06 改正  



改 正 後 改 正 前 

（188 連結納税の開始等に伴う時価評価資産に関する届出書） （188 連結納税の開始等に伴う時価評価資産に関する届出書） 

 
（廃 止） 

 

 

「連結納税の開始等に伴う時価評価資産に関する届出書」の記載要領 
 

１ この届出書は、平成 18 年改正前の法人税法（以下「旧法」といいます。）第 61 条の 11（連結納税の開始に伴う
資産の時価評価損益）又は旧法第 61 条の 12（連結納税への加入に伴う資産の時価評価損益）の規定により、時価
評価を要しない法人に該当し要件を満たすものとして、同要件に掲げる連結納税の開始等に伴う時価評価資産に関
する届出を行う場合に使用してください。 

区 分 法  人（概 要） 要   件（概 要） 

(1)連結
納税の
開始に
伴い届
出を行
う場合

（旧法 61 
の 11 
①六）

株式交換に係る完全子 
会社及び当該完全子会 
社が最初連結親法人事 
業年度開始の日の５年 
前の日（※）又は設立 
の日から株式交換の日 
まで発行済株式等を 
100％継続保有して 
いる法人 

株式交換の日から当該開始の日まで発行済株式等を 100％継続 
保有しており、かつ、以下の要件を全て満たしていること 
イ 連結納税の開始直前事業年度終了の時に時価評価資産につ 

き利益・損失の計上を行うことが見込まれていないこと 
ロ 「連結納税の開始等に伴う時価評価資産に関する届出書」 

を提出していること 
ハ 連結納税の開始直前事業年度終了の時に当該完全子会社等 

の株式等を継続保有することが見込まれていること 
ニ 連結親法人となる法人が法人税を免れる目的で完全支配関 

係としたものでないこと 

(2)連結
納税へ
の加入
に伴い
届出を
行う場
合(旧法 
61 の 12 
①四）

株式交換に係る完全子 
会社及び当該完全子会 
社が株式交換の日の５ 
年前の日（※）又は設 
立の日から株式交換の 
日まで発行済株式等 
を 100％継続保有し 
ている法人 

以下の要件を全て満たしていること 
イ 株式交換の時に時価評価資産につき利益・損失の計上を行 

うことが見込まれていないこと 
ロ 「連結納税の開始等に伴う時価評価資産に関する届出書」 

を提出していること 
ハ 株式交換の時に当該完全子会社等の株式等を継続保有する 

ことが見込まれていること 
ニ 連結親法人が法人税を免れる目的で完全支配関係としたも 

のでないこと 

（注） （※）は、平成 18 年 12 月 31 日前に終了する連結開始直前事業年度又は連結加入直前事業年度については、
「最初連結親法人事業年度開始の日の５年前の日」又は「株式交換の日の５年前の日」を(平成 14 年１月１日)
と読み替えて時価評価の要否を判定します（法人税法等の一部を改正する法律（平成 14 年法律第 79 号）附則
（以下「附則」といいます。）第９条第３項、第 10 条第３項）。 

   (1) 連結納税の開始に伴い届出を行う場合 
◇提 出 法 人 ：連結子法人となる法人      
◇提 出 期 限 ：開始直前事業年度に係る確定申告書の提出期限 
◇提 出 先 ：連結子法人となる法人の納税地の所轄税務署長 
◇提 出 部 数 ：1 通（提出法人が調査課所管の場合には、２通）            

   (2) 連結納税への加入に伴い届出を行う場合     
◇提 出 法 人 ：① 連結子法人となる法人                         

② 株式交換の日の前日の属する連結事業年度の連結親法人 
（注） ②は、連結子法人となる法人が株式交換の日の前日の属する事業年度において連結納税を適用して

いる場合の提出法人です。   
◇提 出 期 限 ：株式交換の日の前日の属する事業年度に係る確定申告書の提出期限    
◇提 出 先 ：① 連結子法人となる法人の納税地の所轄税務署長 

② 株式交換の日の前日の属する連結事業年度の連結親法人の納税地の所轄税務署長 
◇提 出 部 数 ：１通（提出法人が調査課所管の場合には、２通）  

２ 各欄の記載要領 
 (1) 「提出法人」欄の各欄は、提出法人が該当する□にレ印を付すとともに、提出法人の法人名等を記載してく

ださい。 
(2) 標題は、いずれか一方の不要文字を抹消してください。 
(3) 「連結親法人となる法人又は連結親法人」欄の各欄は、連結親法人となる法人又は連結親法人について記載

してください。   
(4) 「加入する連結子法人」欄の各欄は、加入する連結子法人について記載してください。 
（注） 当該各欄は、加入する連結子法人が株式交換の日の前日の属する事業年度において連結子法人として連

結納税を適用している場合に記載してください。 
(5) 「申請書を提出した日及び税務署」欄は、この届出書が連結納税の開始に伴う届出の場合に「連結納税の承

認の申請書」の提出年月日及び提出先税務署名を記載してください。 
(6) 「最初連結親法人事業年度」欄は、連結親法人となる法人の最初連結親法人事業年度を記載してください。
(7) 「申請した旨の書類を提出した日及び税務署」欄は、この届出書が連結納税の開始に伴う届出の場合に「連

結納税の承認の申請書を提出した旨の届出書」の提出年月日及び提出先税務署名を記載してください。 
(8) 「加入の書類を提出した日及び税務署」欄は、連結納税への加入に伴い「完全支配関係を有することとなっ

た旨等を記載した書類」の提出年月日及び提出先税務署名を記載してください。  
(9) 「税理士署名押印」欄は、この届出書を税理士及び税理士法人が作成した場合に、その税理士等が署名押印

してください。 
(10) 「※」欄は、記載しないでください。 

３ 留意事項 
○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第 29 号の２に規定する法人課税信託の受託者がその法人課税信託について、国税に関する法
律に基づき税務署長等に申請書等を提出する場合には、申請書等の「法人名等」の欄には、受託者の法人名又は
氏名のほか、その法人課税信託の名称を併せて記載してください。 



改 正 後 改 正 前 

（189 連結納税の開始等に伴う時価評価資産に関する届出書付表(時価評価資産の状況)） （189 連結納税の開始等に伴う時価評価資産に関する届出書付表(時価評価資産の状況)） 

 
（廃 止） 

 

 

（

規

格

Ａ

４

）

連結納税の開始等に伴う時価評価資産に関する届出書 

付表(時価評価資産の状況) 法 人 名 等  
 

開 始 直 前 事 業 年 度 等  自 平成  年  月  日  至 平成  年  月  日 

株 式 交 換 の 日  平成  年  月  日 

時 価 評 価 資 産 

 種 類 名 称 所 在 す る 場 所 帳 簿 価 額 

円

 



改 正 後 改 正 前 

（189 連結納税の開始等に伴う時価評価資産に関する届出書付表(時価評価資産の状況)） （189 連結納税の開始等に伴う時価評価資産に関する届出書付表(時価評価資産の状況)） 

 
（廃 止） 

 

 

「連結納税の開始等に伴う時価評価資産に関する届出書 

付表（時価評価資産の状況）」の記載要領 
 

１ この付表（時価評価資産の状況）は、平成 18年改正前の法人税法（以下「旧法」といいます。）第 61 条の 11(連
結納税の開始に伴う資産の時価評価損益)又は旧法第 61 条の 12(連結納税への加入に伴う資産の時価評価損益)の
規定により、次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれに掲げる時価評価資産の種類、名称、所在する場所等を記載
して「連結納税の開始等に伴う時価評価資産に関する届出書」（以下「届出書」といいます。）に添付してください。 
（注） この付表において記載する「時価評価資産」とは、固定資産、棚卸資産である土地等、有価証券、金銭債

権及び繰延資産で次に掲げるもの等以外のものをいいます(旧法令 122 の 12①、旧法規 27の 13の２②三）。 
① 前５年以内事業年度等において国庫補助金等で取得した固定資産等の圧縮額の損金算入などの規定の適

用を受けた減価償却資産 
② 売買目的有価証券 
③ 償還有価証券 
④ 帳簿価額が千万円に満たない資産 

(1) 連結納税の開始に伴い届出を行う場合 
連結子法人となる法人の最初連結親法人事業年度開始の日の前日の属する事業年度（以下「開始直前事業年

度」といいます。）終了の時の時価評価資産（旧法規 27の 13 の２②） 
(2) 連結納税への加入に伴い届出を行う場合  

連結子法人となる法人の株式交換の時の時価評価資産（旧法規 27の 13 の３） 
２ 各欄の記載要領 
(1) 「法人名等」欄は、連結子法人となる法人の名称を記載してください。 
(2) 「開始直前事業年度等」欄は、届出書が旧法第 61 条の 11 第１項第６号ロの規定により連結納税の開始に伴

い提出するものである場合には、開始直前事業年度を記載してください。 
     また、旧法第61条の12第１項第４号ロの規定により連結納税への加入に伴い提出するものである場合には、

株式交換の日の前日の属する事業年度を記載してください。 
(3) 「時価評価資産」の各欄は次により記載してください。 

イ 「種類」欄は、時価評価資産の種類（建物、土地、有価証券、金銭債権など）を記載してください。 
ロ 「名称」欄は、時価評価資産の名称（事務所、宅地、㈱○○（銘柄）、㈲○○（債務者名）など）を記載し
てください。 

    ハ 「帳簿価額」欄は、次に掲げる区分に応じそれぞれに掲げる時価評価資産の帳簿価額を記載してください。 
     ａ 連結納税の開始に伴い届出を行う場合   
      時価評価資産の開始直前事業年度終了の時における帳簿価額 
     ｂ 連結納税への加入に伴い届出を行う場合  
      時価評価資産の株式交換の時における帳簿価額                 

（注） 「時価評価資産」の欄は、次表の区分に応じそれぞれに掲げる単位ごとに記載してください。 
 

区 分 単 位 

金 銭 債 権 一の債務者ごと 

減
価
償
却
資
産 

建 物 一棟(区分所有である場合には、区分所有権)ごと 

機 械 及 び 装 置 
一の生産設備又は一台若しくは一基(通常一組又は一式をもって取

引の単位とされるものは、一組又は一式)ごと 

そ の 他 の  

減 価 償 却 資 産 
「建物」又は「機械及び装置」に準じた区分 

土 地 等 
一筆(一体として事業の用に供される一団の土地等はその一団の土

地等)ごと 

有 価 証 券 その銘柄の異なるごと 

そ の 他 の 資 産  通常の取引の単位を基準とした区分 

３ 留意事項 
○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第 29 号の２に規定する法人課税信託の受託者がその法人課税信託について、国税に関する法
律に基づき税務署長等に申請書等を提出する場合には、申請書等の「法人名等」の欄には、受託者の法人名又は
氏名のほか、その法人課税信託の名称を併せて記載してください。 

 
○参考【届出書の提出法人等】 

区 分 提 出 法 人 
「連結親法人となる法人
又は連結親法人」欄に記
載する法人 

「加入する連結
子法人」欄に記載
する法人 

連 結 納 税 の 開 始 
連結子法人となる法
人 

連結親法人となる法人 記載不要 

連

結

納

税

へ

の

加

入

株式交換の日の前日の属す
る事業年度が連結納税適用
なし 

連結子法人となる法
人 

連結親法人となる法人又
は連結親法人 

記載不要 

連
結
納
税
適
用
あ
り 

の
属
す
る
事
業
年
度
が 

株
式
交
換
の
日
の
前
日 

株式交換の日の前
日の属する連結事
業年度において連
結親法人 

株式交換の日の前日
の属する連結事業年
度の連結親法人 

連結親法人となる法人又
は連結親法人 

記載不要 

株式交換の日の前
日の属する連結事
業年度において連
結子法人 

株式交換の日の前日
の属する連結事業年
度の連結親法人 

連結親法人となる法人又

は連結親法人 
加入する連結子
法人 



改 正 後 改 正 前 

（202 更正の請求書(連結申告用)） （190 更正の請求書(連結申告用)） 

 
 

 

（

規

格

Ａ

４

）  
27.06改正 

            更 正 の 請 求 書 
              （ 連 結 申 告 用 ）  

※整理番号  

※連結グループ整理番号  

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

         税務署長殿 

納 税 地

〒 
 
 

電話（   ）    －     

（フリガナ）  

法 人 名 等  

法 人 番 号
 

             

（フリガナ）  

代 表 者 氏 名 ○印

代 表 者 住 所
〒

 

事 業 種 目 業

 

の規定に基づき 
自 平成  年  月  日
至 平成  年  月  日 

連結事業年度

課税事業年度

の

の

連 結 確 定 申 告

地方法人税確定申告
に係る 

課税標準等について下記のとおり更正の請求をします。 
記

区          分 この請求前の金額 更正の請求金額 

法

人

税

額 

連  結
所  得

連 結 所 得金 額 又 は連 結 欠 損 金 額 １  円 円 

同 上 の
内  訳

軽減税率適用連結所得金額 ２ 

その他の金額(１－２) ３ 

法 人 税 額 ４ 

法 人 税 額 の 特 別 控 除 額 ５ 

差 引 法 人 税 額 ( ４ － ５ ) ６ 

連結納税の承認を取消された場合等における既に控除された法人税額の特別控除額の加算額  ７ 

土地譲渡
利 益 金

課 税 土 地 譲 渡 利 益 金 額 ８ 

同 上 に 対 す る 税 額 ９ 

連  結
留 保 金

課 税 連 結 留 保 金 額 10 

同 上 に 対 す る 税 額 11 

使  途
秘 匿 金

使 途 秘 匿 金 額 12 

同 上 に 対 す る 税 額 13 

法 人 税 額 計 ( ６ ＋ ７ ＋ ９ ＋ 1 1 ＋ 1 3 ) 14 

仮装経理に基づく過大申告の更正に伴う控除法人税額 15 

控 除 税 額 16 

差引連結所得に対する法人税額（14－15－16） 17 

連 結 中 間 申 告 分 の 法 人 税 額 18 

差 引 
納 付 す べ き 法 人 税 額 19 

還 付 金 額 20 

翌 期 へ 繰 り 越 す 連 結 欠 損 金 21 

地

方

法

人

税

額

 

課税標準 
法人税額 
の 計 算 

基準法人
税 額

連結所得の金額に対する法人税額 22 

課税連結留保金額に対する法人税額 23 

課 税 標 準 法 人 税 額 （ 2 2 ＋ 2 3 ） 24 
( 2 2 ) に 係 る 地 方 法 人 税 額 25 
( 2 3 ) に 係 る 地 方 法 人 税 額 26 

所 得 地 方 法 人 税 額 （ 2 5 ＋ 2 6 ） 27 

外 国 税 額 の 控 除 額 28 

仮装経理に基づく過大申告の更正に伴う控除地方法人税額 29 

差 引 地 方 法 人 税 額 （ 2 7 － 2 8 － 2 9 ） 30 

中 間 申 告 分 の 地 方 法 人 税 額 31 

差 引 
納 付 す べ き 地 方 法 人 税 額 32 

還 付 金 額 33 

（更正の請求をする理由等）

修正申告書提出年月日 平成  年  月  日 
添付書類  

更正決定通知書受理年月日 平成  年  月  日 

還付を受けようと 

する金融機関等 

１ 銀行等の預金口座に振込みを希望する場合 
       銀行            本店・支店 

金庫・組合         出 張 所 
       漁協・農協         本所・支所 
       預金 口座番号             

２ ゆうちょ銀行の貯金口座に振込みを希望する場合
  貯金口座の記号番号     －          
 
３ 郵便局等の窓口での受取を希望する場合 

郵便局名等             

税 理 士 署 名 押 印                                             ○印

 
※税務署
処理欄

部 
門 

 
決算
期 

 
業種 
番号 

 
番 
号 

 
整理 
簿 

 
備
考

 
通信
日付印

年 月 日
確認
印 

  

国税通則法第23条 
法人税法第82条 
地方法人税法第24条 
租税特別措置法第68条の88

 

（

規

格

Ａ

４

）  
26.09改正 

            更 正 の 請 求 書
              （ 連 結 申 告 用 ）  

※整理番号  

※連結グループ整理番号  

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

         税務署長殿 

（フリガナ）  

法 人 名 等  

納 税 地 

〒 

電話（   ）    －     

（フリガナ）  

代 表 者 氏 名  ○印 

代 表 者 住 所

〒

 

事 業 種 目 業 

 

の規定に基づき 
自 平成  年  月  日
至 平成  年  月  日

連結事業年度

課税事業年度

の

の

連 結 確 定 申 告

地方法人税確定申告
に係る 

課税標準等について下記のとおり更正の請求をします。
記

区          分 この請求前の金額 更正の請求金額

法

人

税

額 

連  結 
所  得

連 結 所 得 金 額 又 は 連 結 欠 損 金 額 １  円  円 

同 上 の
内  訳

軽減税率適用連結所得金額 ２    

その他の金額(１－２) ３    

法 人 税 額 ４    

法 人 税 額 の 特 別 控 除 額 ５   

差 引 法 人 税 額 ( ４ － ５ ) ６   

連結納税の承認を取消された場合等における既に控除された法人税額の特別控除額の加算額 ７   

土地譲渡
利 益 金 

課 税 土 地 譲 渡 利 益 金 額 ８   

同 上 に 対 す る 税 額 ９   

連  結 
留 保 金 

課 税 留 保 金 額 10   

同 上 に 対 す る 税 額 11    

使  途 
秘 匿 金 

使 途 秘 匿 金 額 12    

同 上 に 対 す る 税 額 13   

法 人 税 額 計 ( ６ ＋ ７ ＋ ９ ＋ 1 1 ＋ 1 3 ) 14   

仮装経理に基づく過大申告の更正に伴う控除法人税額 15   

控 除 税 額 16   

差引連結所得に対する法人税額（14－15－16） 17   

連 結 中 間 申 告 分 の 法 人 税 額 18    

差 引 
納 付 す べ き 法 人 税 額 19    

還 付 金 額 20   

翌 期 へ 繰 り 越 す 連 結 欠 損 金 21   

地

方

法

人

税

額

 
課税標準
法人税額
の 計 算

基準法人
税 額

連結所得の金額に対する法人税額 22    

課税連結留保金額に対する法人税額 23   

課 税 標 準 法 人 税 額 （ 2 2 ＋ 2 3 ） 24   

( 2 2 ) に 係 る 地 方 法 人 税 額 25   
( 2 3 ) に 係 る 地 方 法 人 税 額 26   

所 得 地 方 法 人 税 額 （ 2 5 ＋ 2 6 ） 27    

外 国 税 額 の 控 除 額 28   

仮装経理に基づく過大申告の更正に伴う控除地方法人税額 29   

差 引 地 方 法 人 税 額 （ 2 7 － 2 8 － 2 9 ） 30   

中 間 申 告 分 の 地 方 法 人 税 額 31   

差 引 
納 付 す べ き 地 方 法 人 税 額 32   

還 付 金 額 33    

（更正の請求をする理由等）
 
 
修正申告書提出年月日 平成 年 月 日

添付書類  
更正決定通知書受理年月日 平成 年 月 日

還付を受けようと 

する金融機関等 

１ 銀行等の預金口座に振込みを希望する場合
       銀行            本店・支店 

金庫・組合         出 張 所 
       漁協・農協         本所・支所 
       預金 口座番号             

２ ゆうちょ銀行の貯金口座に振込みを希望する場合 
  貯金口座の記号番号     －          
 
３ 郵便局等の窓口での受取を希望する場合 

郵便局名等             

税 理 士 署 名 押 印                                              ○印 

※税務署 
処理欄 

部門  決算期  
業種 
番号 

 整理簿  備考  
通信
日付印

年 月 日 確認印    

国税通則法第23条 
法人税法第82条 
地方法人税法第24条 
租税特別措置法第68条の88

 



改 正 後 改 正 前 

（207 更正の理由書(地方法人税)(連結申告(実地・署内調査)用)(正本)） （207 更正の理由書(地方法人税)(連結申告(実地・署内調査)用)(正本)） 

 
（新 設） 

 

 

 

 

 

27.06 

更 正 の 理 由 

貴法人及び他の連結法人備付けの帳簿書類を調査した結果、課税標準又は税額等の計算に誤りがあると認められ 

ますから、次のとおり、申告書に記載された課税標準又は税額等を更正しました。 

（正  本） 

 



改 正 後 改 正 前 

（209 連結欠損金の繰戻しによる還付請求書） （196 連結欠損金の繰戻しによる還付請求書） 

 
 

 

 
       連結欠損金の繰戻しによる還付請求書 

※整理番号  

※連結グループ整理番号  

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

 

税務署長殿 

納 税 地 
〒 
 
     電話(   )    －     

（ フ リ ガ ナ ）  

法 人 名 
 

法 人 番 号 

（ フ リ ガ ナ ）  

代 表 者 氏 名 ○印 

代 表 者 住 所 
〒 

 

事 業 種 目 業 

  
  法人税法第81条の31の規定に基づき下記のとおり連結欠損金の繰戻しによる法人税額の還付を請求します。 

記 

欠損連結事業年度 
自 平成  年  月  日 

至 平成  年  月  日 

還 付 所 得

連結事業年度

自 平成  年  月  日 

至 平成  年  月  日 

区        分 請 求 金 額 ※ 金   額 

欠損連結
事業年度
の連結欠
損金額 

連 結 欠 損 金 額 (1)   

同上のうち還付所得連結事業年度に繰り戻す連結欠損金額 (2)   

還付所得
連結事業
年度の連
結所得金
額 

連 結 所 得 金 額 (3)   

既に連結欠損金の繰戻しを行った金額 (4)   

差引連結所得金額（(３ )－ (４ )） (5)   

還付所得
連結事業
年度の法
人税額 

納 付 の 確 定 し た 法 人 税 額 (6) ００  

仮装経理に基づく過大申告の更正に伴う控除法人税額 (7)   

控 除 税 額 (8)   

使 途 秘 匿 金 額 に 対 す る 税 額 (9)   

課税土地譲渡利益金額に対する税額 (10)   

連結納税の承認を取り消された場合等における既に控除された法人税額の特別控除額の加算額 (11)   

法人税額((６)＋(７)＋(８)－(９)－(10)－(11)) (12)   

既に連結欠損金の繰戻しにより還付を受けた法人税額 (13)   

差 引 法 人 税 額 ( ( 1 2 ) － ( 1 3 ) ) (14)   

還 付 金 額 ( ( 1 4 ) × ( 2 ) ／ ( 5 ) ) (15)   

請 求 期 限 平成   年   月   日 連結確定申告書提出年月日 平成  年  月  日 

還付を受けよう

とする金融機関

等 

１ 銀行等の預金口座に振込みを希望する場合 

      銀行          本店・支店 

金庫・組合       出 張 所 
      漁協・農協       本所・支所 

       預金 口座番号           

２ ゆうちょ銀行の貯金口座に振込みを希望する場合 

貯金口座の記号番号     －        

３ 郵便局等の窓口での受け取りを希望する場合 
郵便局名等               

 この請求書が次の場合に該当するときは、次の事項を記載した書類を別に作成して添付してください。 
  １ 期限後提出の場合には、連結確定申告書をその提出期限までに提出することができなかった事情の詳細 
  ２ 法人税法第81条の31第３項の規定に基づくものである場合には、解散等の事実発生年月日及びその事実の詳細 

税 理 士 署 名 押 印 ○印  

※税務署 

処理欄 

部 

門 
 

決算 

期 
 

業種

番号
 

番 

号 
 

整理

簿 
 

備 

考
 

通信 

日付印 
年  月  日 

確認

印 
   

  
27.06改正 

（

規

格

Ａ

４

）

 
       連結欠損金の繰戻しによる還付請求書 

※整理番号  

※連結グループ整理番号  

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

税務署長殿 

（ フ リ ガ ナ ）  

法 人 名
 

納 税 地
〒 
 
    電話(   )    －     

（ フ リ ガ ナ ）  

代 表 者 氏 名 ○印  

代 表 者 住 所
〒 

 

事 業 種 目 業  

   
  法人税法第81条の31の規定に基づき下記のとおり連結欠損金の繰戻しによる法人税額の還付を請求します。 

記 

欠損連結事業年度
自 平成  年  月  日 

至 平成  年  月  日 

還 付 所 得

連結事業年度

自 平成  年  月  日 

至 平成  年  月  日 

区        分 請 求 金 額 ※ 金   額 

欠損連結
事業年度
の連結欠
損金額 

連 結 欠 損 金 額 (1)   

同上のうち還付所得連結事業年度に繰り戻す連結欠損金額 (2)   

還付所得
連結事業
年度の連
結所得金
額 

連 結 所 得 金 額 (3)   

既に連結欠損金の繰戻しを行った金額 (4)   

差引連結所得金額（(３)－ (４ )） (5)   

還付所得
連結事業
年度の法
人税額 

納 付 の 確 定 し た 法 人 税 額 (6) ００  

仮装経理に基づく過大申告の更正に伴う控除法人税額 (7)   

控 除 税 額 (8)   

使 途 秘 匿 金 額 に 対 す る 税 額 (9)   

課税土地譲渡利益金額に対する税額 (10)   

連結納税の承認を取り消された場合等における既に控除された法人税額の特別控除額の加算額 (11)   

法人税額((６)＋(７)＋(８)－(９)－(10)－(11)) (12)   

既に連結欠損金の繰戻しにより還付を受けた法人税額 (13)   

差 引 法 人 税 額 ( ( 1 2 ) － ( 1 3 ) ) (14)   

還 付 金 額 ( ( 1 4 ) × ( 2 ) ／ ( 5 ) ) (15)   

請 求 期 限 平成   年   月   日 連結確定申告書提出年月日 平成  年  月  日

還付を受けよう

とする金融機関

等 

１ 銀行等の預金口座に振込みを希望する場合 
      銀行          本店・支店 

金庫・組合       出 張 所 
      漁協・農協       本所・支所 

       預金 口座番号           

２ ゆうちょ銀行の貯金口座に振込みを希望する場合 
貯金口座の記号番号     －        

３ 郵便局等の窓口での受け取りを希望する場合 
郵便局名等               

 
 この請求書が次の場合に該当するときは、次の事項を記載した書類を別に作成して添付してください。 

  １ 期限後提出の場合には、連結確定申告書をその提出期限までに提出することができなかった事情の詳細 
  ２ 法人税法第81条の31第３項の規定に基づくものである場合には、解散等の事実発生年月日及びその事実の詳細 

税 理 士 署 名 押 印 ○印  

※税務署 

処理欄 
部門  

決算

期
 

業種

番号
 

整理

簿
 備考  通信日付印 年  月  日

確認

印 
   

  
26.06 改正 

（

規

格

Ａ

４

）



改 正 後 改 正 前 

（209 連結欠損金の繰戻しによる還付請求書） （196 連結欠損金の繰戻しによる還付請求書） 

 
 連結欠損金の繰戻しによる還付請求書の記載要領等 

 

１ この請求書は、次に掲げる場合に使用してください。 

(1) 法人税法（以下「法」といいます。）第 81 条の 31 第１項の規定によって各連結事業年度において生じた連

結欠損金額をその連結事業年度開始の日前１年以内に開始したいずれかの連結事業年度に繰り戻し、法人税

額の還付を請求する場合 

(注) 法第 81 条の 31 第１項の規定は、平成 14 年４月１日から平成 28 年３月 31 日までの間に終了する各連結

事業年度(平成 20 年４月１日以後平成 20 年４月 30 日前に終了した連結事業年度を除きます。)において生

じた連結欠損金額については、連結親法人が次のイ又はロに掲げる法人の平成 21 年２月１日以後に終了す

る連結事業年度において生じた連結欠損金額を除き、適用されませんからご注意ください。（租税特別措置

法第 68 条の 98①） 

イ 普通法人である連結親法人のうち、当該連結事業年度終了の時において資本金の額又は出資金の額が１

億円以下であるもの（当該事業年度終了の時において、(i)資本金の額又は出資金の額が５億円以上であ

る法人、(ⅱ) 法人税法第４条の７に規定する受託法人、(ⅲ) 相互会社のいずれかの法人との間にこれら

の法人による完全支配関係がある法人に該当するものを除きます。）又は資本若しくは出資を有しないも

の（保険業法に規定する相互会社を除きます。） 

ロ 協同組合等である連結親法人  

(2) 法第 81 条の 31 第３項の規定によって連結親法人につき次に掲げる解散等の事実（以下「解散等の事実」

といいます。）が生じた場合に、当該事実が生じた日前１年以内に終了したいずれかの連結事業年度又は同日

の属する連結事業年度において生じた連結欠損金額をこれらの連結事業年度開始の日前１年以内に開始した

いずれかの連結事業年度に繰り戻し、法人税額の還付を請求する場合 

イ 解散（適格合併による解散を除きます。） 

ロ 更生手続の開始 

ハ 再生手続開始の決定 

２ 連結欠損金の繰戻しによる法人税額の還付請求は、連結欠損金額の繰戻しの対象となる連結所得金額及び法人

税額の生じた連結事業年度（以下「還付所得連結事業年度」といいます｡)から、当該連結欠損金額の生じた連結

事業年度（以下「欠損連結事業年度」といいます｡)の前連結事業年度までの各連結事業年度について、連続して

連結確定申告書を提出している場合に限って請求することができます。 

３ この請求書は、次の提出期限までに、納税地の所轄税務署長に１通（調査課所管法人の場合は２通）、提出し

てください。この場合、還付所得連結事業年度が２以上ある場合には別葉に作成して提出してください。 

(1) 法第81条の31第１項の規定によって提出する場合は、欠損連結事業年度の連結確定申告書の提出期限 

なお、やむを得ない事情によって連結確定申告書をその提出期限までに提出することができなかったもの

と税務署長が認めた場合には、期限後提出のものでも有効に取り扱われることになっていますので、このよ

うな場合には、その事情の詳細を記載した書類を添付してこの請求書を提出してください。 

(2) 法第81条の31第３項の規定によって提出する場合は、欠損連結事業年度の連結確定申告書の提出期限又は

解散等の事実が生じた日以後１年以内（連結親法人の連結納税の承認取消し等に係る例外あり。） 

４ この請求書の各欄は、次により記載します。 

(1) 「※」欄は、記載しないでください。 

(2) 「欠損連結事業年度の連結欠損金額」の各欄 

イ 「連結欠損金額(１)」欄には、欠損連結事業年度において生じた連結欠損金額（申告書別表一の二(一)等

の「連結所得金額又は連結欠損金額」欄に記載された連結欠損金額）を記載してください。 

ロ 「同上のうち還付所得連結事業年度に繰り戻す連結欠損金額(２)」欄には、欠損連結事業年度の連結欠損

金額のうち還付所得連結事業年度に繰戻しをしようとする金額を記載してください。 

（注）欠損連結事業年度の連結欠損金額は、この請求書を提出する日までに確定した還付所得連結事業年度の

連結所得金額が限度となりますからご注意ください。 

(3) 「還付所得連結事業年度の連結所得金額」の各欄 

イ 「連結所得金額(３)」欄には、還付所得連結事業年度の連結所得金額（申告書別表一の二(一)等の「連結

所得金額又は連結欠損金額」欄に記載された連結所得金額ですが、その連結事業年度について更正が行われ

ている場合には、更正決定通知書の「連結所得金額又は連結欠損金額」欄に記載された更正後の連結所得金

額）を記載してください。 

ロ 「既に連結欠損金の繰戻しを行った金額(４)」欄には、還付所得連結事業年度について、既に連結欠損金

の繰戻しにより、その一部の法人税額の還付を受けている場合にその繰戻しを行った連結欠損金額を記載し

てください。 

(4) 「還付所得連結事業年度の法人税額」の各欄 

イ 「納付の確定した法人税額(６)」欄には、還付所得連結事業年度の申告書別表一の二(一)若しくは別表一

の二(三)の「差引連結所得に対する法人税額」欄又は別表一の二(二)の「差引この申告により納付すべき法

人税額」欄の金額を記載しますが、その連結事業年度について更正が行われている場合には、更正決定通知

書の「差引連結所得に対する法人税額」欄に記載された更正後の法人税額を記載してください。 

ロ 「仮装経理に基づく過大申告の更正に伴う控除法人税額(７)」欄には、還付所得連結事業年度において法

人税額から控除した仮装経理に基づく過大申告の更正に伴う控除法人税額があった場合に、その金額を記載

してください。 

ハ 「控除税額(８)」欄には、還付所得連結事業年度において法人税額から控除した所得税額及び外国税額の

連結欠損金の繰戻しによる還付請求書の記載要領等 
 

１ この請求書は、次に掲げる場合に使用してください。 

(1) 法人税法（以下「法」といいます。）第 81 条の 31 第１項の規定によって各連結事業年度において生じた連

結欠損金額をその連結事業年度開始の日前１年以内に開始したいずれかの連結事業年度に繰り戻し、法人税

額の還付を請求する場合 

(注) 法第 81 条の 31 第１項の規定は、平成 14 年４月１日から平成 28 年３月 31 日までの間に終了する各連結

事業年度(平成 20 年４月１日以後平成 20 年４月 30 日前に終了した連結事業年度を除く。)において生じた

連結欠損金額については、連結親法人が次のイ又はロに掲げる法人の平成 21 年２月１日以後に終了する連

結事業年度において生じた連結欠損金額を除き、適用されませんからご注意ください。（租税特別措置法第

68条の 98①） 

イ 普通法人である連結親法人のうち、当該連結事業年度終了の時において資本金の額又は出資金の額が１

億円以下であるもの（当該事業年度終了の時において、(i)資本金の額又は出資金の額が５億円以上であ

る法人、(ⅱ) 法人税法第４条の７に規定する受託法人、(ⅲ) 相互会社のいずれかの法人との間にこれら

の法人による完全支配関係がある法人に該当するものを除きます。）又は資本若しくは出資を有しないも

の（保険業法に規定する相互会社を除きます。） 

ロ 協同組合等である連結親法人  

(2) 法第 81 条の 31 第３項の規定によって連結親法人につき次に掲げる解散等の事実（以下「解散等の事実」

といいます。）が生じた場合に、当該事実が生じた日前１年以内に終了したいずれかの連結事業年度又は同日

の属する連結事業年度において生じた連結欠損金額をこれらの連結事業年度開始の日前１年以内に開始した

いずれかの連結事業年度に繰り戻し、法人税額の還付を請求する場合 

イ 解散（適格合併による解散を除く。） 

ロ 更生手続の特例等に関する法律の規定による更生手続の開始 

ハ 再生手続開始の決定 

２ 連結欠損金の繰戻しによる法人税額の還付請求は、連結欠損金額の繰戻しの対象となる連結所得金額及び法人

税額の生じた連結事業年度（以下「還付所得連結事業年度」といいます｡)から、当該連結欠損金額の生じた連結

事業年度（以下「欠損連結事業年度」といいます｡)の前連結事業年度までの各連結事業年度について、連続して

連結確定申告書を提出している場合に限って請求することができます。 

３ この請求書は、次の提出期限までに、納税地の所轄税務署長に１通（調査課所管法人の場合は２通）、提出し

てください。この場合、還付所得連結事業年度が２以上ある場合には別葉に作成して提出してください。 

(1) 法第81条の31第１項の規定によって提出する場合は、欠損連結事業年度の連結確定申告書の提出期限 

なお、やむを得ない事情によって連結確定申告書をその提出期限までに提出することができなかったもの

と税務署長が認めた場合には、期限後提出のものでも有効に取り扱われることになっていますので、このよ

うな場合には、その事情の詳細を記載した書類を添付してこの請求書を提出してください。 

(2) 法第81条の31第３項の規定によって提出する場合は、欠損連結事業年度の連結確定申告書の提出期限又は

解散等の事実が生じた日以後１年以内（連結親法人の連結納税の承認取消し等に係る例外あり。） 

４ この請求書の各欄は、次により記載します。 

(1) 「※」欄は、記載しないでください。 

(2) 「欠損連結事業年度の連結欠損金額」の各欄 

イ 「連結欠損金額(１)」欄には、欠損連結事業年度において生じた連結欠損金額（申告書別表一の二(一)等

の「連結所得金額又は連結欠損金額」欄に記載された連結欠損金額）を記載してください。 

ロ 「同上のうち還付所得連結事業年度に繰り戻す連結欠損金額(２)」欄には、欠損連結事業年度の連結欠損

金額のうち還付所得連結事業年度に繰戻しをしようとする金額を記載してください。 

（注）欠損連結事業年度の連結欠損金額は、この請求書を提出する日までに確定した還付所得連結事業年度の

連結所得金額が限度となりますからご注意ください。 

(3) 「還付所得連結事業年度の連結所得金額」の各欄 

イ 「連結所得金額(３)」欄には、還付所得連結事業年度の連結所得金額（申告書別表一の二(一)等の「連結

所得金額又は連結欠損金額」欄に記載された連結所得金額ですが、その連結事業年度について更正が行われ

ている場合には、更正決定通知書の「連結所得金額又は連結欠損金額」欄に記載された更正後の連結所得金

額）を記載してください。 

ロ 「既に連結欠損金の繰戻しを行った金額(４)」欄には、還付所得連結事業年度について、既に連結欠損金

の繰戻しにより、その一部の法人税額の還付を受けている場合にその繰戻しを行った連結欠損金額を記載し

てください。 

(4) 「還付所得連結事業年度の法人税額」の各欄 

イ 「納付の確定した法人税額(６)」欄には、還付所得連結事業年度の申告書別表一の二(一)若しくは別表一

の二(三)の「差引連結所得に対する法人税額」欄又は別表一の二(二)の「差引この申告により納付すべき法

人税額」欄の金額を記載しますが、その連結事業年度について更正が行われている場合には、更正決定通知

書の「差引連結所得に対する法人税額」欄に記載された更正後の法人税額を記載してください。 

ロ 「仮装経理に基づく過大申告の更正に伴う控除法人税額(７)」欄には、還付所得連結事業年度において法

人税額から控除した仮装経理に基づく過大申告の更正に伴う控除法人税額があった場合に、その金額を記載

してください。 

ハ 「控除税額(８)」欄には、還付所得連結事業年度において法人税額から控除した所得税額及び外国税額の



改 正 後 改 正 前 

（209 連結欠損金の繰戻しによる還付請求書） （196 連結欠損金の繰戻しによる還付請求書） 

（同 左） 

 

合計額を記載してください。 

なお、還付所得連結事業年度において法人税額から控除できないため還付を請求した所得税額等について

は、これに含まれないことになりますからご注意ください。 

ニ 「使途秘匿金額に対する税額(９)」欄には、租税特別措置法第 68条の 67 第１項（使途秘匿金の支出があ

る場合の課税の特例）の規定により加算された税額がある場合に、その金額を記載してください。 

ホ 「課税土地譲渡利益金額に対する税額(10)」欄には、租税特別措置法第３章第 18 節（連結法人の土地の

譲渡等がある場合の特別税率）の規定により加算された税額がある場合に、その金額を記載してください。

ヘ 「連結納税の承認を取り消された場合等における既に控除された法人税額の特別控除額の加算額(11)」欄

には、還付所得連結事業年度の申告書別表一の二(一)等の「連結納税の承認を取り消された場合等における

既に控除された法人税額の特別控除額の加算額」欄の金額を記載してください。 

ト 「既に連結欠損金の繰戻しにより還付を受けた法人税額(13)」欄には、還付所得連結事業年度について既

に連結欠損金の繰戻しにより、その一部の法人税額の還付を受けている場合に、その還付を受けた法人税額

（還付加算金は含みません｡)を記載してください。 

(5) 「還付金額(15)」欄には、（(14)×(２)／(５)）の算式によって計算した金額（１円未満の端数が生じた場

合は切り捨てます。）を記載してください。 

(6) 「還付を受けようとする金融機関等」欄には、還付金の支払を受ける場合に、取引銀行等の預貯金口座へ

の振込みを希望されるときは、その取引銀行等の名称等（該当の文字は○で囲んでください｡）、預貯金の種

類及びその口座番号を記載してください。ゆうちょ銀行の貯金口座への振込みを希望されるときは、その貯

金口座の記号番号を記載してください。また、ゆうちょ銀行又は郵便局窓口での受け取りを希望される場合

には、支払を受けるのに便利な郵便局名等を記載してください。 

(7) 「税理士署名押印」欄は、この請求書を税理士及び税理士法人が作成した場合に、その税理士等が署名押

印してください。 

５ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法第２条第 29 号の２に規定する法人課税信託の受託者がその法人課税信託について、国税に関する法律に

基づき税務署長等に申請書等を提出する場合には、申請書等の「法人名等」の欄には、受託者の法人名又は氏

名のほか、その法人課税信託の名称を併せて記載してください。 
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（211 更正の請求書（復興特別法人税用）） （198 更正の請求書（復興特別法人税用）） 
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27.06改正 

更 正 の 請 求 書 
（復興特別法人税用） 

※整理番号  

※連結グループ整理番号  

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

 

 

 

         税務署長殿 

納 税 地 

〒 

 

     電話（   ）    －     

（フリガナ）  

法 人 名 等 
 

法 人 番 号 
 

（フリガナ）  

代 表 者 又 は 

清 算 人 氏 名 
○印 

代 表 者 住 所 
〒 

事 業 種 目 業 

国税通則法第23条、東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法第57条、

租税特別措置法第66条の４又は同法第68条の88の規定に基づき、              課税事業年度の復興特別法

人税の申告に係る課税標準等について下記のとおり更正の請求をします。 

                            記 

区          分 この請求前の金額 更正の請求金額 

課
税
標
準
法
人
税
額
の
計
算 

基
準
法
人
税
額
の
計
算

法 人 税 額 (1) 
            円 

 

法 人 税 額 の 特 別 控 除 額 (2)   

連結納税の承認を取り消された場合等における

既に控除された法人税額の特別控除額の加算額  
(3)   

基 準 法 人 税 額 

(1) － (2) ＋ (3) 
(4)   

課 税 標 準 法 人 税 額 

(4)又は((4) × ― ) 
(5)   

復  興  特  別  法  人  税  額 

(5) × 10％ 
(6)   

控 除 税 額 (7)   

差

引 

納 付 す べ き 復 興 特 別 法 人 税 額 

(6) － (7) 
(8)   

還 付 金 額 (9)   

（更正の請求をする理由等） 

修正申告書提出年月日 平成   年  月  日 
添付書類  

更正決定通知書受理年月日 平成   年  月  日 

還付を受けようと

する金融機関等 

１ 銀行等の預金口座に振込みを希望する場合 

       銀行            本店・支店 

金庫・組合         出 張 所 

       漁協・農協         本所・支所 

       預金 口座番号             

２ ゆうちょ銀行の貯金口座に振込みを希望する場合 

  貯金口座の記号番号     －        

３ 郵便局等の窓口での受け取りを希望する場合 

郵便局名等               

税 理 士 署 名 押 印                                         ○印 

※税務署 

処理欄 

部 

門 
 

決算

期 
 

業種 

番号
 

番 

号 
 

整理

簿 
 

備 

考 
 

通信 

日付印
年 月 日 

確認

印 
   

自 平成  年  月  日 

至 平成  年  月  日 

（

規

格

Ａ

４

）

更 正 の 請 求 書 
（復興特別法人税用） 

※整理番号  

※連結グループ整理番号  

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

       税務署長殿 

（フリガナ）  

法 人 名 等 
 

納 税 地 

〒 

 

     電話（   ）    －     

（フリガナ）  

代 表 者 又 は 

清 算 人 氏 名 
○印 

代 表 者 住 所 
〒 

事 業 種 目 業 

国税通則法第23条、東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法第57条、

租税特別措置法第66条の４又は同法第68条の88の規定に基づき、              課税事業年度の復興特別法

人税の申告に係る課税標準等について下記のとおり更正の請求をします。 

                            記 

区          分 この請求前の金額 更正の請求金額 

課
税
標
準
法
人
税
額
の
計
算 

基
準
法
人
税
額
の
計
算

法 人 税 額 (1)
            円

 

法 人 税 額 の 特 別 控 除 額 (2)   

連結納税の承認を取り消された場合等における

既に控除された法人税額の特別控除額の加算額  
(3)   

基 準 法 人 税 額 

(1) － (2) ＋ (3) 
(4)   

課 税 標 準 法 人 税 額 

(4)又は((4) × ― ) 
(5)   

復  興  特  別  法  人  税  額 

(5) × 10％ 
(6)   

控 除 税 額 (7)   

差

引

納 付 す べ き 復 興 特 別 法 人 税 額 

(6) － (7) 
(8)   

還 付 金 額 (9)   

（更正の請求をする理由等） 

修正申告書提出年月日 平成   年  月  日
添付書類  

更正決定通知書受理年月日 平成   年  月  日

還付を受けようと 

する金融機関等 

１ 銀行等の預金口座に振込みを希望する場合 

       銀行            本店・支店 

金庫・組合         出 張 所 

       漁協・農協         本所・支所 

       預金 口座番号             

２ ゆうちょ銀行の貯金口座に振込みを希望する場合 

  貯金口座の記号番号     －        

３ 郵便局等の窓口での受け取りを希望する場合 

郵便局名等               

税 理 士 署 名 押 印                                         ○印 

※税務署

処理欄 
部門  

決算

期 
 

業種

番号
 

整理

簿 
 備考  通信日付印 年 月 日

確認

印 
   

  
24.06 

自 平成  年  月  日 

至 平成  年  月  日 



改 正 後 改 正 前 

（217-2 事業年度分の適用額明細書） （217-2 事業年度分の適用額明細書） 

（平成 28 年１月１日以後開始事業年度分から使用） 
 

 
（新 設） 



改 正 後 改 正 前 

（217-2 事業年度分の適用額明細書） （217-2 事業年度分の適用額明細書） 

（平成 28 年１月１日以後開始事業年度分から使用） 

 

 
（新 設） 

 



改 正 後 改 正 前 

（218-2 連結事業年度分の適用額明細書） （218-2 連結事業年度分の適用額明細書） 

（平成 28 年１月１日以後開始連結事業年度分から使用） 
 

 
（新 設） 



改 正 後 改 正 前 

（218-2 連結事業年度分の適用額明細書） （218-2 連結事業年度分の適用額明細書） 

（平成 28 年１月１日以後開始連結事業年度分から使用） 

 

 
（新 設） 

 



改 正 後 改 正 前 

（235 特定医療法人としての承認を受けるための申請書） （222 特定医療法人としての承認を受けるための申請書） 

 
 

 

 
特定医療法人としての承認を受けるための申請書 

税 理 士 署 名 押 印   

税 務 署 処 理 欄 部 門  入 力  整理簿  備 考  

整理番号  

 
 
平成 年 月 日 
 
 
 
 

税務署長経由 
 

国 税 庁 長 官 殿 
 
 

 
納 税 地 
 

〒 
 

 
電 話（  ）   ― 

（フリガナ） 
 
申 請 者 の 名 称 

 
 

 

（フリガナ） 
 
代 表 者 の 氏 名 

 
 
                     

設立年月日    年 月 日 事業年度  月  日 ～  月  日

租税特別措置法第 67 条の 2 第 1 項に規定する特定医療法人としての承認を受けたい 
ので申請します。 

【現に行っている事業の概要】 
 

 
 
 
【その他参考となるべき事項】 
・設立時から現在に至るまでの経過概要 
 

 
 

 
 

 
・その他の参考事項 
 
 
 
 

 
特定医療法人としての承認を受けるための申請書 

27.06 改正

整理番号  

 
 
平成 年 月 日 
 
 
 
 

 
 

税務署長経由

国 税 庁 長 官 殿 

 
納 税 地 
 

〒 
 

電 話（  ）   ― 

（フリガナ） 
 
申 請 者 の 名 称 

 
 

 
 

法 人 番 号 

（フリガナ） 
 
代 表 者 の 氏 名 

 
 
                     

設立年月日    年 月 日 事業年度  月  日 ～  月  日

租税特別措置法第 67条の２第１項に規定する特定医療法人としての承認を受けたい 
ので申請します。 

【現に行っている事業の概要】 
 
 
 
 
【その他参考となるべき事項】 
・設立時から現在に至るまでの経過概要 

 
 

 
 

 
・その他の参考事項 

 
 
 

税 理 士 署 名 押 印   

税 務 署 処 理 欄 部 門  番 号  入 力  整理簿  備 考  



改 正 後 改 正 前 

（240 特定医療法人の法人税率の特例の適用の取りやめの届出書） （227 特定医療法人の法人税率の特例の適用の取りやめの届出書） 

 
 

 

 
 特定医療法人の法人税率の特例の適用の取りやめの届出書 

27.06 改正 

税 理 士 署 名 押 印   

税務署処理欄 部門  入力  業種番号  番号  整理簿  備考  

整理番号  

 
 
平成 年 月 日 
 
 
 
 
 
 

税務署長経由

国 税 庁 長 官 殿

 
納 税 地 
 

〒 
 

 
電 話（  ）   ―     

（フリガナ） 
 
医療法人の名称 

 
 

法 人 番 号 

（フリガナ） 
 

代 表 者 の 氏 名 

 
 
                     

特定医療法人の法人税率の特例の適用をやめますので、租税特別措置法施行令第 39 条

の 25第６項の規定に基づき届け出ます。 

１ 特定医療法人としての承認を受けた日                   年  月  日 

２ 特定医療法人の法人税率の特例の適用をやめようとする理由 

 
 
 
 

 
 

 

３ その他参考となるべき事項 
 
〔注意事項〕 

・ 届出書は、正本及び副本２通を納税地の所轄税務署に提出してください。 

・ この届出書を提出すると、提出の日以後に終了する各事業年度の所得については、特定医療法人としての承認の効力

を失います。 

 
 特定医療法人の法人税率の特例の適用の取りやめの届出書 

 

税 理 士 署 名 押 印   

税 務 署 処 理 欄 部 門  入 力  整理簿  備 考  

整理番号  

 
 
平成 年 月 日 
 
 
 
 

税務署長経由 
 

国 税 庁 長 官 殿 
 

 
納 税 地
 

〒 
 

 
電 話（  ）   ― 

（フリガナ） 
 
医療法人の名称

 
 

（フリガナ） 
 

代 表 者 の 氏 名

 
 
                     

特定医療法人の法人税率の特例の適用をやめますので、租税特別措置法施行令第 39 条

の 25 第 6 項の規定に基づき届け出ます。 

１ 特定医療法人としての承認を受けた日                   年  月  日 

２ 特定医療法人の法人税率の特例の適用をやめようとする理由 

 
 
 
 

 
 

 
３ その他参考となるべき事項 
 
 
 
〔注意事項〕 

・ 届出書は、正本及び副本 2 通を納税地の所轄税務署に提出してください。 

・ この届出書を提出すると、提出の日以後に終了する各事業年度の所得については、特定医療法人としての承認の効力

を失います。 



改 正 後 改 正 前 

（244 源泉所得税及び復興特別所得税の加算税賦課決定通知書及び納税告知書） （231 源泉所得税及び復興特別所得税の加算税賦課決定通知書及び納税告知書） 

 
（同 左） 源泉所得税及び復興特別所得税の加算税賦課決定通知書及び納税告知書 

 

１ 使用目的 

「源泉所得税及び復興特別所得税の加算税賦課決定通知書及び納税告知書」(FCC3P1A～1L, FCC3P2A～2L, FCC3P3A

～3L, FCC3P4A～4L, FCC3P5A～5L,FCG5PC2)(以下「通知書」という。)は、①国税通則法第36条第1項第２号の規定に

よる源泉所得税及び復興特別所得税の本税の納税の告知、②国税通則法第67条に規定する不納付加算税及び③同法第

68条第３項に規定する重加算税の賦課決定を行った場合に､賦課決定した加算税額等を源泉徴収義務者に通知するた

めに使用する。 

２ 出力対象 

「源泉所得税の本税徴収・加算税賦課決定決議書｣(FCG5PA1)(以下「本税徴収決議書」という｡)又は「不納付加算税

賦課決定決議書（特殊文書発送件名簿)｣(FCC3PA2)( 以下「加算税賦課決定決議書」という｡)（以下これらを「決議書」

という｡)により決裁を受けたものを対象として出力する。 

３ 出力時期 

決議書により決裁を受けた後、出力する。 

なお、本税徴収決議書に係るものについては、通知書の出力前に「特殊文書発送件名簿出力」画面から発送要及び

施行年月日の入力を行うことに留意する。 

４ 出力順序 

次の決議書の区分に応じて、それぞれに掲げる順序で出力する。 

(1) 本税徴収決議書 

①施行年月日、②調査区分、③決定区分、④整理番号 

(注) 本税徴収決議書の出力順と同じである。 

(2) 加算税賦課決定決議書 

決議番号 

(注) 加算税賦課決定決議書の出力順と同じである。 

５ 出力要領 

(1) 出力様式 

本税の納税の告知、不納付加算税及び重加算税の賦課決定を行ったものについて、その源泉徴収義務者の名称、

賦課決定した加算税額等を印字して、通知書の形式で一件別に出力する。 

なお、通知書は上段部分に通知証、中段部分に「領収済通知書」、下段部分に「領収控兼払込取扱票」、「払込取

扱票」及び「領収証書兼払込金受領書」の構成により出力する。また、通知書裏面の上段部分には通知書の本税

等の内訳（以下「通知書裏面」という。）を印字する。 

(2) 主な出力項目の内容 

イ 通知書（共通部分） 

項 目 内 容 

標 題 当該通知書が、源泉所得税に係る本税又は加算税のみの場合には標題の「及

び復興特別所得税」に「＊｣(アスタリスク）を印字して抹消する。 

また、当該通知書が、強制徴収に係る本税のみの場合には標題の「加算税賦

課決定通知書及び」に「＊｣(アスタリスク）を印字して抹消する。 

住所（所在地）及び

氏 名 （ 法 人 名 ）

賦課決定通知を行う源泉徴収義務者の住所（所在地）及び氏名（法人名）を

印字する。この場合、住所（所在地）又は氏名(法人名)が最大印字文字数を超

えるとき又は補完表示があるときは、半角カナにより印字する。 

また、半角カナが最大印字文字数を超えるとき又は補完表示があるときは、

その項目は印字しない。 

なお、各項目の最大文字数は次のとおりである。 

住所（所在地）：上段部分(通知書)        漢字75文字、半角カナ150文字 

         中段部分(領収済通知書)  漢字50文字、半角カナ100文字 

氏名（法人名）：上段部分(通知書)      漢字45文字、半角カナ 90文字 

         中段部分(領収済通知書) 漢字44文字、半角カナ 88文字 

                 下段部分(領収控兼払込取扱票) 

                    漢字43文字、半角カナ 86文字 



改 正 後 改 正 前 

（244 源泉所得税及び復興特別所得税の加算税賦課決定通知書及び納税告知書） （231 源泉所得税及び復興特別所得税の加算税賦課決定通知書及び納税告知書） 

 
（同 左） 

項 目 内 容 

                  下段部分(払込取扱票)  漢字20文字、半角カナ 40文字 

                 下段部分(領収証書兼払込金受領証) 

                     漢字43文字、半角カナ86文字 

※ 法人格で先頭が組織区分の場合は、改行される。 

税 目 「源泉所得税」又は「源泉所得税及復興特別所得税」を印字する。 

信 託 の 名 称 何も印字しない。 

納 期 等 の 区 分 賦課決定を行う年月分の（自）（至）を印字する。 

徴 定 区 分 「告知」（34）を印字する。 

法 定 納 期 限 「内訳は裏面のとおりです。」を印字する。 

納 期 限 国税通則法施行令第８条第１項の規定による納期限を印字する。 

本 税 本税徴収を行う本税の合計額を印字する。したがって、法定納期限後に自主

納付された本税について加算税の賦課決定を行う場合には、加算税の算出の基

礎となる本税額（通知書裏面の「本税」欄に出力された（ ）書の金額）は印

字しない。 

重 加 算 税 賦課決定を行った重加算税の合計額を印字する。 

不 納 付 加 算 税 賦課決定を行った不納付加算税の合計額を印字する。 

告 知 額 計 賦課決定を行った本税、重加算税及び不納付加算税の合計額を印字する。 

延 滞 税 通知書裏面の「延滞税」欄に出力された金額の合計額を印字する。 

内 訳 説 明

及 び 補 完 表 示

（本税等の内訳は裏面のとおりです。）を印字する。 

また、住所（所在地）又は氏名（法人名）に印字されない箇所がある場合に

は、「＊」(アスタリスク）を印字する。 

主 文 処分の種類ごとに次の定型文を印字する。 

 

① 期限後納付に

係る不納付加算

税を賦課決定す

る場合（期限後

自主納付） 

◎ 貴法人（あなた）が納付した本通知書の「納期等の区分及び納付すべき税

額の内訳」の「本税」の金額は、法定納期限までに納付されませんでした。

このことについて正当な理由があると認められませんので、国税通則法第67

条第２項の規定により計算した不納付加算税を決定し、徴収します。 

◎ 上記のとおり納付してください。 

② 期限後納付に

係る不納付加算

税を賦課決定す

る場合（調査に

よる自主納付）

◎ 貴法人（あなた）が納付した本通知書の「納期等の区分及び納付すべき税

額の内訳」の「本税」の金額は、法定納期限までに納付されませんでした。

このことについて正当な理由があると認められませんので、国税通則法第67

条第１項の規定により計算した不納付加算税を決定し、徴収します。 

◎ 上記のとおり納付してください。 

③ 本税の納税の

告知と合わせて

不納付加算税を

賦課決定する場

合 

◎ 今回納税の告知を行う本通知書の「納期等の区分及び納付すべき税額の内

訳」の「本税」の金額は、法定納期限までに納付されていませんでした。こ

のことについて正当な理由があると認められませんので、国税通則法第67条

第１項の規定により計算した不納付加算税を決定し、徴収します。 

本税の納税の告知の理由は別紙のとおりです。 

◎ 上記のとおり納付してください。 

 



改 正 後 改 正 前 

（244 源泉所得税及び復興特別所得税の加算税賦課決定通知書及び納税告知書） （231 源泉所得税及び復興特別所得税の加算税賦課決定通知書及び納税告知書） 

 
 

項 目 内 容 

 

④ 本税の納税の

告知をする場合

（加算税の賦課

決定なし） 

◎ 本税の納税の告知の理由は別紙のとおりです。 

◎ 上記のとおり納付してください。 

 

 

⑤ 重加算税の賦

課決定がある場

合 

◎ 上記のとおり、「重加算税」及び「不納付加算税」の納付すべき税額を決定

し、徴収します。 

本税の納税の告知及び加算税賦課決定の理由は別紙のとおりです。 

◎ 上記のとおり納付してください。 

⑥ 本税の納税の

告知をする場合

（重加算税の賦

課決定のみ） 

◎ 上記のとおり、重加算税の納付すべき税額を決定し、徴収します。 

 本税の納税の告知及び加算税賦課決定の理由は別紙のとおりです。 

◎ 上記のとおり納付してください。 

 

⑦ 重加算税及び

不納付加算税を

賦課決定する場

合（調査自主）

◎ 上記のとおり、｢重加算税｣及び｢不納付加算税｣の納付すべき税額を決定し、

徴収します。 

 加算税賦課決定の理由は別紙のとおりです。 

◎ 上記のとおり納付してください。 

⑧ 重加算税のみ

を賦課決定する

場合（調査自主）

◎ 上記のとおり、重加算税の納付すべき税額を決定し、徴収します。 

 加算税賦課決定の理由は別紙のとおりです。 

◎ 上記のとおり納付してください。 

⑨ 本税の納税の

告知と調査自主

納付が混在する

場合（不納付加

算税のみ） 

◎ 本通知書の「納期等の区分及び納付すべき税額の内訳」の「本税」の金額は、

法定納期限までに納付されていませんでした。 

このことについて正当な理由があると認められませんので、国税通則法第 67

条第１項の規定により計算した不納付加算税を決定し、徴収します。 

本税の納税の告知の理由は別紙のとおりです。 

◎ 上記のとおり納付してください。 

第 号 本税徴収決議書又は加算税賦課決定決議書の決議番号を印字する。 

平 成  年  月  日 「特殊文書発送件名簿出力」又は「加算税賦課決定情報入力」の各画面から

入力した施行年月日を印字する。 

国 税 収 納 命 令 官 通知書を出力する税務署名及び出力時点における税務署長名を印字する。 

官 印 税務署長印を印字する。 

納付場所及び不服申立

て 等 に つ い て

納付場所及び教示文を印字する。 

 

 

ロ 領収済通知書 

項 目 内 容 

年 度 所属する会計年度を印字する。 

税 務 署 名 及 び

税 務 署 番 号

通知書を出力する税務署名及び税務署番号を印字する。 

（注）税務署番号は、管理事務提要様式編別表《局署番号等一覧表》の「日

銀用コード」欄参照。 

整 理 番 号 賦課決定通知を行う源泉徴収義務者の整理番号を印字する。 

合 計 額
賦課決定を行った本税、重加算税、不納付加算税及び延滞税の合計額を印

字する。 

項 目 内 容 

 

④ 本税の納税の

告知をする場合

（加算税の賦課

決定なし） 

◎ 本税の納税の告知の理由は別紙のとおりです。 

◎ 上記のとおり納付してください。 

 

 

⑤ 重加算税の賦

課決定がある場

合 

◎ 上記のとおり、「重加算税」及び「不納付加算税」の納付すべき税額を決定

し、徴収します。 

本税の納税の告知及び加算税賦課決定の理由は別紙のとおりです。 

◎ 上記のとおり納付してください。 

（追 加） 

 

 

 

 

（追 加） 

 

 

 

 

（追 加） 

 

 

 

（追 加） 

 

 

 

 

 

 

第 号 本税徴収決議書又は加算税賦課決定決議書の決議番号を印字する。 

平 成  年  月  日 「特殊文書発送件名簿出力」又は「加算税賦課決定情報入力」の各画面から

入力した施行年月日を印字する。 

国 税 収 納 命 令 官 通知書を出力する税務署名及び出力時点における税務署長名を印字する。 

官 印 税務署長印を印字する。 

納付場所及び不服申立

て 等 に つ い て

納付場所及び教示文を印字する。 

 

 

ロ 領収済通知書 

項 目 内 容 

年 度 所属する会計年度を印字する。 

税 務 署 名 及 び

税 務 署 番 号

通知書を出力する税務署名及び税務署番号を印字する。 

（注）税務署番号は、管理事務提要様式編別表《局署番号等一覧表》の「日

銀用コード」欄参照。 

整 理 番 号 賦課決定通知を行う源泉徴収義務者の整理番号を印字する。 

合 計 額
賦課決定を行った本税、重加算税、不納付加算税及び延滞税の合計額を印

字する。 



改 正 後 改 正 前 

（244 源泉所得税及び復興特別所得税の加算税賦課決定通知書及び納税告知書） （231 源泉所得税及び復興特別所得税の加算税賦課決定通知書及び納税告知書） 

 
（同 左） ハ 領収控兼払込取扱票等 

項 目 内 容 

コ ン ビ ニ エ ン ス

ストア用バーコード

 

 

合計額が30万円以下の場合、コンビニエンスストア用のバーコードを印字す

る。 

また、合計額が30万円を超える場合は、「コンビニエンスストアでは納付でき

ません。金融機関又は当税務署で納付してください。」の注意書を印字する。 

収 納 代 行 コンビニエンス納付に係る収納代行業者名を印字する。 

バーコード有効期限 コンビニエンス納付に係るバーコード有効期限を印字する。 

 

ニ 通知書裏面 

項 目 内 容 

整 理 番 号 賦課決定通知を行う源泉徴収義務者の整理番号（通知書と同じ｡)を印字する。

納
期
等
の
区
分 

所 得 種 類 所得種類に応じて、次表の「名称」欄のとおり表示する。 

名  称 所 得 種 類  名  称 所 得 種 類

給 与 俸給・給料等 匿 名 組 合 匿名組合契約 

退 職 退職手当等 配 当 配当等 

報 酬 報酬・料金等 定 期 積 金 定期積金等 

公的年金 公的年金等 懸 賞 金 等 懸賞金等 

生命保険 生命・損害保険契約等 上 場 株 式 上場株式等 

非居住者 非居住者・外国法人 償 還 差 益 償還差益 

利 子 利子等   

年 月 分 支払年月を印字する 

納 付 年 月 日 法定納期限後に自主納付された本税の納付年月日を印字する。 

(注) 本税徴収のときは印字しない。 

法 定 納 期 限
「納期等の区分」の「年月分」欄のそれぞれの支払年月に応じた法定納期限

を印字する。 

本 税 本税徴収を行う本税額を「納期等の区分」ごとにそれぞれ印字する。 

なお、法定納期限後に自主納付された本税について、加算税の賦課決定を行

う場合には、加算税の算出の基礎となる本税額を（  ）書きで印字する。 

不 納 付 

加算 税 等 

 

 

区 分 重加算税の賦課決定を行う場合には「重」と表示する。 

税 額 「本税」欄に出力された金額（万円未満の端数切り捨て）に基づき５％（期限

後自主納付)､10％（非違分）又は35％（重加算税賦課分）の加算税率を乗じた

加算税額を印字する。 

延 滞 税 次の算式により計算した金額を印字する。 
 

本税額(万円未満 
        × 延滞税の割合 × 期間（日数） ＝ 延滞税額 

の端数切り捨て) 
―――――――――――――――――――――――――――――――― 

３６５ 
 
(注)１ 期間（日数）は､｢法定納期限」欄に出力された日の翌日から「納付年

月日」欄に出力された日までの期間（日数）（不納付加算税に係るものは

１年を限度とする｡)である。 

２ 本税徴収を行う場合は印字しない。 

３ 延滞税の割合は、年7.3％（納期限の翌日から２月を経過した日以後は

14.6％）となる。 



改 正 後 改 正 前 

（244 源泉所得税及び復興特別所得税の加算税賦課決定通知書及び納税告知書） （231 源泉所得税及び復興特別所得税の加算税賦課決定通知書及び納税告知書） 

 
 

項 目 内 容 

 ただし、平成12年１月１日以後の延滞税の割合は、年単位（１月１日

～12月31日）で、以下のとおり適用することになる。 

(1) 平成12年１月１日から平成25年12月31日までの期間に対応する延滞

税の割合 

イ 納期限の翌日から２月を経過する日まで……年「前年の11月30日

の日本銀行が定める基準割引率＋４％」 

ロ 納期限の翌日から２月を経過した日以後……年「14.6％」 

(2) 平成26年１月１日以後の期間に対応する延滞税の割合 

イ 納期限の翌日から２月を経過する日まで……年「7.3％」と「特

例基準割合＋１％」のいずれか低い割合 

ロ 納期限の翌日から２月を経過した日以後……年「14.6％」と「特

例基準割合＋7.3％」のいずれか低い割合 

(注) 特例基準割合とは、各年の前々年の10月から前年の９月までの各

月における銀行の新規の短期貸出約定平均金利の合計を12で除し

て得た割合として各年の前年の12月15日までに財務大臣が告示す

る割合に、年１％の割合を加算した割合をいう。 

４ 延滞税の額が1,000円未満の場合は、納付する必要はない。 

延滞税の額に100円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。 

６ 記載事項 

（削 除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国税局の職員の調査に基づいて行う処分である場合には、次により記載する。 

イ 通知書の「住所（所在地）」欄上部の余白に「この通知に係る処分は、○○国税局の職員の調査に基づき行うも

のです。」と記載する。 

ロ 通知書に印字された教示文を抹消する。 

ハ 次により記載した教示文を同封する。 

(ｲ) 「…２月以内に  国税局長に対して」の空白部分には、処分の対象となる源泉所得税の納税地を管轄する

国税局名を記載する。 

(ﾛ) 「…（提出先は        ）の空白部分には、当該国税局の管轄区域を管轄する国税不服審判所の支

部の首席国税審判官名を記載する。 

７ 留意事項 

 (1) 処分の理由書の作成 

主文の項目のうち③～⑨については、別途ＯＡシステムにより処分の理由書（納税の告知、重加算税、不納付加

算税の理由を記載した書面）を作成することに留意する。 

(2) 送付に当たっての留意事項 

項 目 内 容 

 ただし、平成12年１月１日以後の延滞税の割合は、年単位（１月１日

～12月31日）で、以下のとおり適用することになる。 

(1) 平成12年１月１日から平成25年12月31日までの期間に対応する延滞

税の割合 

イ 納期限の翌日から２月を経過する日まで……年「前年の11月30日

の日本銀行が定める基準割引率＋４％」 

ロ 納期限の翌日から２月を経過した日以後……年「14.6％」 

(2) 平成26年１月１日以後の期間に対応する延滞税の割合 

イ 納期限の翌日から２月を経過する日まで……年「7.3％」と「特

例基準割合＋１％」のいずれか低い割合 

ロ 納期限の翌日から２月を経過した日以後……年「14.6％」と「特

例基準割合＋7.3％」のいずれか低い割合 

(注) 特例基準割合とは、各年の前々年の10月から前年の９月までの各

月における銀行の新規の短期貸出約定平均金利の合計を12で除し

て得た割合として各年の前年の12月15日までに財務大臣が告示す

る割合に、年１％の割合を加算した割合をいう。 

４ 延滞税の額が1,000円未満の場合は、納付する必要はない。 

延滞税の額に100円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。 

６ 記載事項 

(1) 主文の項目に「⑤ 重加算税の賦課決定がある場合等」の定型文が印字された場合には、処分の内容を確認し、

次により補正する。 

なお、本税の納税の告知並びに重加算税及び不納付加算税の賦課決定を行う場合は補正する必要はない。 

イ 本税の納税の告知及び重加算税の賦課決定を行う場合 

『及び「不納付加算税」』の部分を抹消する。 

ロ 調査により自主納付された本税に対し、重加算税及び不納付加算税の賦課決定を行う場合 

「本税の納税の告知及び」の部分を抹消する。 

ハ 調査により自主納付された本税に対し、重加算税のみの賦課決定を行う場合 

『及び「不納付加算税」』及び「本税の納税の告知及び」の部分を抹消する。 

ニ 本税の納税の告知及び不納付加算税の賦課決定を行う場合 

『「重加算税」及び』の部分を抹消する。 

ホ 本税の納税の告知のみを行う場合 

『上記のとおり、「重加算税」及び「不納付加算税」の納付すべき税額を決定し、徴収します。」及び「及び加

算税賦課決定』の部分を抹消する。 

へ 調査により自主納付された本税に対し、不納付加算税のみの賦課決定を行う場合 

『「重加算税」及び」及び「本税の納税の告知及び』の部分を抹消する。 

(2) 国税局の職員の調査に基づいて行う処分である場合には、次により記載する。 

イ 通知書の「住所（所在地）」欄上部の余白に「この通知に係る処分は、○○国税局の職員の調査に基づき行うも

のです。」と記載する。 

ロ 通知書に印字された教示文を抹消する。 

ハ 次により記載した教示文を同封する。 

(ｲ) 「…２月以内に  国税局長に対して」の空白部分には、処分の対象となる源泉所得税の納税地を管轄する 

国税局名を記載する。 

(ﾛ) 「…（提出先は        ）の空白部分には、当該国税局の管轄区域を管轄する国税不服審判所の支 

部の首席国税審判官名を記載する。 

７ 送付に当たっての留意事項 

（追 加） 

 

 

（追 加） 



改 正 後 改 正 前 

（244 源泉所得税及び復興特別所得税の加算税賦課決定通知書及び納税告知書） （231 源泉所得税及び復興特別所得税の加算税賦課決定通知書及び納税告知書） 

 
（同 左） 

 

この通知書は、書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成14年法律第99号）第２条第６項(定

義)に規定する一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者による同条第２項に規定する信

書便の役務のうち書留郵便に準ずるものとして別途定めるものにより送付する。 



改 正 後 改 正 前 

（246 処分の理由書（同時送付用）（正本）） （246 処分の理由書（同時送付用）（正本）） 

 
（新 設） 

 



改 正 後 改 正 前 

（247 源泉所得税の納期の特例の承認に関する申請書） （233 源泉所得税の納期の特例の承認に関する申請書） 

  

 

源泉所得税の納期の特例の承認に関する申請書 

 
※整理番号  

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

税務署長殿

（フリガナ）  

氏 名 又 は 名 称
 

住 所 又 は

本 店 の 所 在 地

〒 

 

 

電話    －    －  

（フリガナ）  

代 表 者 氏 名 ○印  

次の給与支払事務所等につき、所得税法第 216 条の規定による源泉所得税の納期の特例についての承認を申

請します。 

給

与

支

払

事

務

所

等

に

関

す

る

事

項 

給与支払事務所等の所在地 

※ 申請者の住所（居所）又は本店（主

たる事務所）の所在地と給与支払事

務所等の所在地とが異なる場合に記

載してください。 

〒 

 

 

 

電話    －    －  

申請の日前６か月間の各月末の給与の

支払を受ける者の人員及び各月の支給

金額 

〔外書は、臨時雇用者に係るもの〕 

月 区 分 支 給 人 員 支  給  額 

年  月 

 

 

 人 

 

 

円 

年  月 

 

 

 人 

 

 

円 

年  月 

 

 

 人 

 

 

円 

年  月 

 

 

 人 

 

 

円 

年  月 

 

 

 人 

 

 

円 

年  月 

 

 

 人 

 

 

円 

１ 現に国税の滞納があり又は最近に

おいて著しい納付遅延の事実がある

場合で、それがやむを得ない理由によ

るものであるときは、その理由の詳細 

２ 申請の日前１年以内に納期の特例

の承認を取り消されたことがある場

合には、その年月日 

 

 

税 理 士 署 名 押 印 ○印   

 

※税務署

処理欄
部門  

決 算

期 
 

業種 

番号 
 入力  名簿  

通 信

日付印
年 月 日

確認

印 
 

 
24.12 改正 

外 外 

外 外 

外 外 

外 外 

外 外 

外 外 

源泉所得税の納期の特例の承認に関する申請書 

 
※整理番号  

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

 

税務署長殿 

住 所 又 は 

本 店 の 所 在 地 

〒 

 

 

電話    －    －  

（フリガナ）  

氏 名 又 は 名 称 
 

個 人 番 号 又 は 

法 人 番 号 

↓個人番号の記載に当たっては、左端を空欄とし、ここから記載してください。 

 
（フリガナ）  

代 表 者 氏 名 ○印  

次の給与支払事務所等につき、所得税法第 216 条の規定による源泉所得税の納期の特例についての承認を申

請します。 

給

与

支

払

事

務

所

等

に

関

す

る

事

項 

給与支払事務所等の所在地 

※ 申請者の住所（居所）又は本店（主

たる事務所）の所在地と給与支払事

務所等の所在地とが異なる場合に記

載してください。 

〒 

 

 

 

電話    －    －  

申請の日前６か月間の各月末の給与の

支払を受ける者の人員及び各月の支給

金額 

〔外書は、臨時雇用者に係るもの〕 

月 区 分 支 給 人 員 支  給  額 

年  月  人

 

円

年  月  人

 

円

年  月  人 円 

年  月  人 円

年  月  人 円

年  月  人 円

１ 現に国税の滞納があり又は最近に

おいて著しい納付遅延の事実がある

場合で、それがやむを得ない理由によ

るものであるときは、その理由の詳細

２ 申請の日前１年以内に納期の特例

の承認を取り消されたことがある場

合には、その年月日 

 

税 理 士 署 名 押 印 ○印  

 

※税務署 

処理欄 

部門  
決 算

期 
 

業種

番号
 入力  名簿  

通 信

日付印
年 月 日

確認

印 
 

番号確認 身元確認 確認書類 

個人番号カード／通知カード・運転免許証

その他（               ）  
□ 済 

□ 未済 
 
27.06 改正 

外 外 

外 外 

外 外 

外 外 

外 外 

外 外 



改 正 後 改 正 前 

（247 源泉所得税の納期の特例の承認に関する申請書） （233 源泉所得税の納期の特例の承認に関する申請書） 

  

 

源泉所得税の納期の特例の承認に関する申請書の記載要領等 
 
１ 源泉所得税の納期の特例の制度について 

(1) 源泉所得税の納期の特例の適用を受けることができるのは、給与等の支払を受ける人の人数が常時 10 人未満である源泉

徴収義務者です。 

（注） 「常時10人未満」というのは平常の状態において10人に満たないということであって、多忙な時期等において臨

時に雇い入れた人があるような場合には、その人数を除いた人数が10人未満であることです。 

(2) (1)に該当する源泉徴収義務者がこの特例の適用を受けようとする場合には、所轄の税務署長に申請し、その承認を受け

なければなりません。 

（注） この申請書を提出した月の翌月末日までに税務署長から承認又は却下の通知がなければ、この申請書を提出した月

の翌月末日に承認があったものとされ、その申請の翌々月の納付分からこの特例が適用されます。 

（例） 申請書を提出した  （給与等）        （納期限） 

月が２月中の場合  ２月支給分     →  ３月10日まで 

３月～６月支給分  →  ７月10日まで 

(3) この特例が適用されるのは、次に掲げる源泉所得税及び復興特別所得税に限られます。 

 したがって、この特例の承認を受けた源泉徴収義務者であっても、次に掲げる所得以外の所得について源泉徴収した所得

税及び復興特別所得税は、通常の例により支払った月の翌月10日までに納付しなければなりません。 

イ 給与等及び退職手当等（非居住者に対して支払った給与等及び退職手当等を含みます｡）について源泉徴収した所得税

及び復興特別所得税 

ロ 弁護士（外国法事務弁護士を含みます｡)、司法書士、土地家屋調査士、公認会計士、税理士、社会保険労務士、弁理士、

海事代理士、測量士、建築士、不動産鑑定士、技術士、計理士、会計士補、企業診断員（企業経営の改善及び向上のため

の指導を行う者を含みます｡）、測量士補、建築代理士（建築代理士以外の者で建築に関する申請若しくは届出の書類を作

成し、又はこれらの手続を代理することを業とするものを含みます｡)、不動産鑑定士補、火災損害鑑定人若しくは自動車

等損害鑑定人（自動車又は建設機械に係る損害保険契約の保険事故に関して損害額の算定又はその損害額の算定に係る調

査を行うことを業とする者をいいます｡)又は技術士補（技術士又は技術士補以外の者で技術士の行う業務と同一の業務を

行う者を含みます｡)の業務に関する報酬・料金について源泉徴収した所得税及び復興特別所得税 

(4) この特例の承認を受けた場合には、次に掲げる期限までに源泉徴収した所得税及び復興特別所得税を納付しなければな

りません。 

（支給期間）         （納期限） 

１月～６月支給分  →    ７月10日まで 

７月～12月支給分  →    翌年１月20日まで 

(5) 納期の特例について承認を受けていた源泉徴収義務者については、給与等の支払を受ける人が常時 10 人以上となった場

合には、その旨を遅滞なく税務署長に届け出なければなりません。 

◎ 注意 

滞納や著しい納付遅延があるような源泉徴収義務者については、この特例の承認を受けられないことがあります。また、

この承認を受けても、滞納したり、納付遅延をしますと、この特例の承認を取り消されることがありますから、そのような

ことがないよう特にご注意願います。 

２ 各欄の記載方法 

(1) 「氏名又は名称｣欄には申請者の氏名又は名称を､「住所又は本店の所在地」欄には申請者の住所（居所）又は本店（主た

る事務所）の所在地を記載してください。また、法人の場合は、「代表者氏名」欄に、代表者の氏名を記載してください。 

(2) 「給与支払事務所等の所在地」欄は、申請者の住所（居所）又は本店（主たる事務所）の所在地と給与支払事務所等の所

在地とが異なる場合に記載してください。 

(3) 「申請の日前６か月間の各月末の給与の支払を受ける者の人員及び各月の支給金額」欄には、申請の日前６か月間の各月

末の人員と各月の給与の支給金額とを記入してください。 

この場合、臨時に雇い入れた人がいるときは、その人数を「支給人員」欄に、その支給金額を「支給額」欄にそれぞれ外

書きしてください。 

(4) 「１ 現に国税の滞納があり又は最近において著しい納付遅延の事実がある場合で、それがやむを得ない理由によるもの

であるときは、その理由の詳細」欄及び「２ 申請の日前１年以内に納期の特例の承認を取り消されたことがある場合には、

その年月日」欄は、該当する場合に限り必要事項を記載してください。 

(5) 「税理士署名押印」欄は、この申請書を税理士及び税理士法人が作成した場合は、その税理士等が署名押印してください。

(6) 「※」欄は、記載しないでください。 

３ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第 29 号の２に規定する法人課税信託の受託者がその法人課税信託について、国税に関する法律

に基づき税務署長等に申請書等を提出する場合には、申請書等の「氏名又は名称」の欄には、受託者の法人名又は

氏名のほか、その法人課税信託の名称を併せて記載してください。 

源泉所得税の納期の特例の承認に関する申請書の記載要領等 
 
１ 源泉所得税の納期の特例の制度について 

(1) 源泉所得税の納期の特例の適用を受けることができるのは、給与等の支払を受ける人の人数が常時 10 人未満である源泉

徴収義務者です。 

（注） 「常時10人未満」というのは平常の状態において10人に満たないということであって、多忙な時期等において臨

時に雇い入れた人があるような場合には、その人数を除いた人数が10人未満であることです。 

(2) (1)に該当する源泉徴収義務者がこの特例の適用を受けようとする場合には、所轄の税務署長に申請し、その承認を受け

なければなりません。 

（注） この申請書を提出した月の翌月末日までに税務署長から承認又は却下の通知がなければ、この申請書を提出した月

の翌月末日に承認があったものとされ、その申請の翌々月の納付分からこの特例が適用されます。 

（例） 申請書を提出した  （給与等）        （納期限） 

月が２月中の場合  ２月支給分     →  ３月10日まで 

３月～６月支給分  →  ７月10日まで 

(3) この特例が適用されるのは、次に掲げる源泉所得税及び復興特別所得税に限られます。 

 したがって、この特例の承認を受けた源泉徴収義務者であっても、次に掲げる所得以外の所得について源泉徴収した所得

税及び復興特別所得税は、通常の例により支払った月の翌月10日までに納付しなければなりません。 

イ 給与等及び退職手当等（非居住者に対して支払った給与等及び退職手当等を含みます｡）について源泉徴収した所得税

及び復興特別所得税 

ロ 弁護士（外国法事務弁護士を含みます｡)、司法書士、土地家屋調査士、公認会計士、税理士、社会保険労務士、弁理士、

海事代理士、測量士、建築士、不動産鑑定士、技術士、計理士、会計士補、企業診断員（企業経営の改善及び向上のため

の指導を行う者を含みます｡）、測量士補、建築代理士（建築代理士以外の者で建築に関する申請若しくは届出の書類を作

成し、又はこれらの手続を代理することを業とするものを含みます｡)、不動産鑑定士補、火災損害鑑定人若しくは自動車

等損害鑑定人（自動車又は建設機械に係る損害保険契約の保険事故に関して損害額の算定又はその損害額の算定に係る調

査を行うことを業とする者をいいます｡)又は技術士補（技術士又は技術士補以外の者で技術士の行う業務と同一の業務を

行う者を含みます｡)の業務に関する報酬・料金について源泉徴収した所得税及び復興特別所得税 

(4) この特例の承認を受けた場合には、次に掲げる期限までに源泉徴収した所得税及び復興特別所得税を納付しなければな

りません。 

（支給期間）         （納期限） 

１月～６月支給分  →    ７月10日まで 

７月～12月支給分  →    翌年１月20日まで 

(5) 納期の特例について承認を受けていた源泉徴収義務者については、給与等の支払を受ける人が常時 10 人以上となった場

合には、その旨を遅滞なく税務署長に届け出なければなりません。 

◎ 注意 

滞納や著しい納付遅延があるような源泉徴収義務者については、この特例の承認を受けられないことがあります。また、

この承認を受けても、滞納したり、納付遅延をしますと、この特例の承認を取り消されることがありますから、そのような

ことがないよう特にご注意願います。 

２ 各欄の記載方法 

(1) 「住所又は本店の所在地」欄には申請者の住所（居所）又は本店（主たる事務所）の所在地を、「氏名又は名称｣欄には申

請者の氏名又は名称を､「個人番号又は法人番号」欄には申請者の個人番号又は法人番号を記載してください。また、法人

の場合は、「代表者氏名」欄に、代表者の氏名を記載してください。 

(2) 「給与支払事務所等の所在地」欄は、申請者の住所（居所）又は本店（主たる事務所）の所在地と給与支払事務所等の所

在地とが異なる場合に記載してください。 

(3) 「申請の日前６か月間の各月末の給与の支払を受ける者の人員及び各月の支給金額」欄には、申請の日前６か月間の各月

末の人員と各月の給与の支給金額とを記入してください。 

この場合、臨時に雇い入れた人がいるときは、その人数を「支給人員」欄に、その支給金額を「支給額」欄にそれぞれ外

書きしてください。 

(4) 「１ 現に国税の滞納があり又は最近において著しい納付遅延の事実がある場合で、それがやむを得ない理由によるもの

であるときは、その理由の詳細」欄及び「２ 申請の日前１年以内に納期の特例の承認を取り消されたことがある場合には、

その年月日」欄は、該当する場合に限り必要事項を記載してください。 

(5) 「税理士署名押印」欄は、この申請書を税理士及び税理士法人が作成した場合は、その税理士等が署名押印してください。

(6) 「※」欄は、記載しないでください。 

３ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第 29 号の２に規定する法人課税信託の受託者がその法人課税信託について、国税に関する法律

に基づき税務署長等に申請書等を提出する場合には、申請書等の「氏名又は名称」の欄には、受託者の法人名又は

氏名のほか、その法人課税信託の名称を併せて記載してください。 



改 正 後 改 正 前 

（250 源泉所得税の納期の特例の要件に該当しなくなったことの届出書） （236 源泉所得税の納期の特例の要件に該当しなくなったことの届出書） 

  

 

源泉所得税の納期の特例の要件に該当しなくなったことの届出書 

 

 
※整理番号  

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

 

 

税務署長殿

（フリガナ）  

氏 名 又 は 名 称 

 

住 所 又 は 

本 店 の 所 在 地 

〒 

 

 

電話    －    －  

（フリガナ）  

代 表 者 氏 名 ○印  

次の給与支払事務所等につき、所得税法第 218 条の規定により、次のとおり届け出ます。 

給

与

支

払

事

務

所

等

に

関

す

る

事

項 

給与支払事務所等の所在地 

※ 提出者の住所（居所）又は本店（主

たる事務所）の所在地と給与支払事

務所等の所在地とが異なる場合に記

載してください。 

〒 

 

 

 

電話    －    －  

この届出書を提出する日における給

与等の支給人員 

〔外書は、臨時雇用者に係るもの〕 

 

外         

 

人           人 

給与等の支払を受ける者の数が、常

時 10 人未満でなくなった理由等 

 

 

税 理 士 署 名 押 印 ○印   

 

※ 

税務

署処

理欄 

起案 ・ ・
署 長 副署長 統括官 担当者 部 門 決算期

業種

番号 
入 力 名 簿

通信日付印 確認印

         
決裁 ・ ・   年 月 日  

   
 

 

 

24.06 改正 

源泉所得税の納期の特例の要件に該当しなくなったことの届出書 

 

 
※整理番号  

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

 

 

 

税務署長殿

住 所 又 は

本 店 の 所 在 地

〒 

 

 

電話    －    －  

（フリガナ）  

氏 名 又 は 名 称
 

個 人 番 号 又 は

法 人 番 号

↓個人番号の記載に当たっては、左端を空欄とし、ここから記載してください。 

（フリガナ）  

代 表 者 氏 名 ○印  

次の給与支払事務所等につき、所得税法第 218 条の規定により、次のとおり届け出ます。 

給

与

支

払

事

務

所

等

に

関

す

る

事

項 

給与支払事務所等の所在地 

※ 提出者の住所（居所）又は本店（主

たる事務所）の所在地と給与支払事

務所等の所在地とが異なる場合に記

載してください。 

〒 

 

 

 

電話    －    －  

この届出書を提出する日における給

与等の支給人員 

〔外書は、臨時雇用者に係るもの〕 

 

外         

 

人           人 

給与等の支払を受ける者の数が、常

時 10 人未満でなくなった理由等 

 

税 理 士 署 名 押 印 ○印  

 

※ 
税 
務 
署 
処 
理 
欄 

起案 ・ ・ 
署 長 副署長 統括官 担当者 部 門 決算期

業種

番号
入 力 名 簿

通信日付印 確認印

         
決裁 ・ ・   年 月 日  

番号確認 身元確認 確認書類 

個人番号カード／通知カード・運転免許証 

その他（              ） 
 □ 済 

□ 未済 

27.06 改正 



改 正 後 改 正 前 

（250 源泉所得税の納期の特例の要件に該当しなくなったことの届出書） （236 源泉所得税の納期の特例の要件に該当しなくなったことの届出書） 

  

 

 

源泉所得税の納期の特例の要件に該当しなくなったことの届出書の記載要領等 

 

１ この届出書を提出した場合には、その提出した日の属する納期の特例の期間から所得税法第 216 条

に規定する納期の特例の承認の効力が失われることになります。 

 

２ この届出書を提出した場合には、その提出した日の属する納期の特例の期間内に源泉徴収した税額

のうちその提出の日の属する月分以前の各月に源泉徴収した税額は、その提出の日の属する月の翌月

10日までに納付し、その後の各月に源泉徴収した税額は、通常の例により支払った月の翌月10日まで

に納付していただくことになります。 

（例）この届出書を提出した   （給与等）        （納期限）   

日が３月中の場合     １月～２月支給分  →  ４月10日まで（※） 

３月支給分     →  ４月10日まで 

４月支給分以降   →  翌月10日まで 

      ※ １月～２月分は、納期特例分の徴収高計算書を使用し、３月分以降は、一般分（毎月納付用）の徴収高計

算書を使用してください。 

 

３ 各欄は、次により記載してください。 

(1) 「氏名又は名称｣欄には提出者の氏名又は名称を､「住所又は本店の所在地」欄には提出者の住所

（居所）又は本店（主たる事務所）の所在地を記載してください。また、法人の場合は、「代表者氏

名」欄に代表者の氏名を記載してください。 

(2) 「給与支払事務所所在地」の欄は、提出者の住所（居所）又は本店（主たる事務所）の所在地と

給与支払事務所等の所在地とが異なる場合に記載してください。 

(3) 「この届出書を提出する日における給与等の支給人員」欄には、この届出書を提出する月におけ

る給与等の支払を受ける者（臨時に雇用している者は除きます｡)の数を記載してください。 

なお、臨時に雇用している者の数は外書に記載してください。 

(4) 「給与等の支払を受ける者の数が常時 10 人未満でなくなった理由等」欄には、給与等の支払を

受ける者の数が常時10人未満でなくなった理由等を簡記してください。 

（例－「事業拡大のため｣､「合併のため」等） 

(5) 「税理士署名押印」欄は、この届出書を税理士及び税理士法人が作成した場合は、その税理士等

が署名押印してください。 

(6) 「※」欄は、記載しないでください。 

 

４ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第 29 号の２に規定する法人課税信託の受託者がその法人課税信託につい

て、国税に関する法律に基づき税務署長等に申請書等を提出する場合には、申請書等の「氏

名又は名称」の欄には、受託者の法人名又は氏名のほか、その法人課税信託の名称を併せて

記載してください。 

 

源泉所得税の納期の特例の要件に該当しなくなったことの届出書の記載要領等 

 

１ この届出書を提出した場合には、その提出した日の属する納期の特例の期間から所得税法第 216 条

に規定する納期の特例の承認の効力が失われることになります。 

 

２ この届出書を提出した場合には、その提出した日の属する納期の特例の期間内に源泉徴収した税額

のうちその提出の日の属する月分以前の各月に源泉徴収した税額は、その提出の日の属する月の翌月

10日までに納付し、その後の各月に源泉徴収した税額は、通常の例により支払った月の翌月10日まで

に納付していただくことになります。 

（例）この届出書を提出した   （給与等）        （納期限）   

日が３月中の場合     １月～２月支給分  →  ４月10日まで（※） 

３月支給分     →  ４月10日まで 

４月支給分以降   →  翌月10日まで 

      ※ １月～２月分は、納期特例分の徴収高計算書を使用し、３月分以降は、一般分（毎月納付用）の徴収高計

算書を使用してください。 

 

３ 各欄は、次により記載してください。 

(1) 「住所又は本店の所在地」欄には提出者の住所（居所）又は本店（主たる事務所）の所在地を、

「氏名又は名称｣欄には提出者の氏名又は名称を､「個人番号又は法人番号」欄には提出者の個人番

号又は法人番号を記載してください。また、法人の場合は、「代表者氏名」欄に代表者の氏名を記載

してください。 

(2) 「給与支払事務所所在地」の欄は、提出者の住所（居所）又は本店（主たる事務所）の所在地と

給与支払事務所等の所在地とが異なる場合に記載してください。 

(3) 「この届出書を提出する日における給与等の支給人員」欄には、この届出書を提出する月におけ

る給与等の支払を受ける者（臨時に雇用している者は除きます｡)の数を記載してください。 

なお、臨時に雇用している者の数は外書に記載してください。 

(4) 「給与等の支払を受ける者の数が常時 10 人未満でなくなった理由等」欄には、給与等の支払を

受ける者の数が常時10人未満でなくなった理由等を簡記してください。 

（例－「事業拡大のため｣､「合併のため」等） 

(5) 「税理士署名押印」欄は、この届出書を税理士及び税理士法人が作成した場合は、その税理士等

が署名押印してください。 

(6) 「※」欄は、記載しないでください。 

 

４ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第 29 号の２に規定する法人課税信託の受託者がその法人課税信託につい

て、国税に関する法律に基づき税務署長等に申請書等を提出する場合には、申請書等の「氏

名又は名称」の欄には、受託者の法人名又は氏名のほか、その法人課税信託の名称を併せて

記載してください。 



改 正 後 改 正 前 

（252 源泉徴収に関する申告書に記載すべき事項の電磁的方法による提供の承認申請書） （238 源泉徴収に関する申告書に記載すべき事項の電磁的方法による提供の承認申請書） 

  

 

源泉徴収に関する申告書に記載すべき事項 

の電磁的方法による提供の承認申請書 

 
 

※整理番号  

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

税務署長殿

（フリガナ）  

氏 名 又 は 名 称
 

住所又は所在地

〒 

 

 

電話    －    －  

（フリガナ）  

代 表 者 氏 名 ○印  

□ 第 198 条第２項（給与等関係） 

所得税法 □ 第 203 条第４項（退職手当等関係）  に規定する承認を受けたいのでこの旨申請します。 

□ 第 203 条の５第４項（公的年金等関係） 
 

電磁的方法の種類

次の１又は２の方法により提供を受けるための措置を講じています（講ずる予定です）。 
 

１ 送信者等の電子計算機と受信者等の電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて申告

書情報を送信し、受信者等の電子計算機に備えられた受信者ファイルに記録する方法 
 
２ 光ディスク、磁気ディスク等をもって調製する受信者ファイルに申告書情報を記録した

ものを交付する方法 
 
（注） 「講ずる予定」である場合には、その予定している時期を「その他参考事項」欄に記

載してください。 

電磁的方法により 

提供する者の氏名 

を明らかにする 

ための措置の内容 

次の１又は２の措置を講じています（講ずる予定です）。 
 
１ 給与等、退職手当等又は公的年金等（以下「給与等」といいます。）の受領者が申告書情

報に電子署名を行い、その電子署名に係る電子証明書を申告書情報と併せて給与等の支払

者に送信すること 
 
２ 給与等の受領者が、給与等の支払者から通知を受けた識別符号(ＩＤ)及び暗証符号(パス

ワード)を用いて、給与等の支払者に申告書情報を送信すること 
 

（注）１ 「講ずる予定」である場合には、その予定している時期を「その他参考事項」欄に

記載してください。 

   ２ 講じている（講ずる予定の）措置が上記２に該当する場合には、その用いる識別

符号(ＩＤ)の内容を「その他参考事項」欄に記載してください。 

（記載例：社員番号とイニシャルを組み合わせた 10 桁の英数字） 

その他参考事項

 

 

 

税 理 士 署 名 押 印 
 

○印   

 

※税務署

処理欄
部門  

決算

期 
 

業種 

番号 
 入力  名簿  通信日付印 年 月 日

確認

印 
 

24.12 改正 

（

規

格

Ａ

４

） 

源泉徴収に関する申告書に記載すべき事項 

の電磁的方法による提供の承認申請書 

 
 

※整理番号  

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

 

 

税務署長殿

住所又は所在地

〒 

 

 

電話    －    －  

（フリガナ）  

氏 名 又 は 名 称
 

個 人 番 号 又 は

法 人 番 号

↓個人番号の記載に当たっては、左端を空欄とし、ここから記載してください。 

 
（フリガナ）  

代 表 者 氏 名 ○印  

 
□ 第 198 条第２項（給与等関係） 

所得税法 □ 第 203 条第４項（退職手当等関係）  に規定する承認を受けたいのでこの旨申請します。 

□ 第 203 条の５第４項（公的年金等関係） 
 

電磁的方法の種類 

次の１又は２の方法により提供を受けるための措置を講じています（講ずる予定です）。 
 

１ 送信者等の電子計算機と受信者等の電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて申告

書情報を送信し、受信者等の電子計算機に備えられた受信者ファイルに記録する方法 
 
２ 光ディスク、磁気ディスク等をもって調製する受信者ファイルに申告書情報を記録した

ものを交付する方法 
 

（注） 「講ずる予定」である場合には、その予定している時期を「その他参考事項」欄に記

載してください。 

電磁的方法により

提供する者の氏名

を明らかにする

ための措置の内容

次の１又は２の措置を講じています（講ずる予定です）。 
 

１ 給与等、退職手当等又は公的年金等（以下「給与等」といいます。）の受領者が申告書情

報に電子署名を行い、その電子署名に係る電子証明書を申告書情報と併せて給与等の支払

者に送信すること 
 
２ 給与等の受領者が、給与等の支払者から通知を受けた識別符号(ＩＤ)及び暗証符号(パス

ワード)を用いて、給与等の支払者に申告書情報を送信すること 
 

（注）１ 「講ずる予定」である場合には、その予定している時期を「その他参考事項」欄に

記載してください。 

   ２ 講じている（講ずる予定の）措置が上記２に該当する場合には、その用いる識別

符号(ＩＤ)の内容を「その他参考事項」欄に記載してください。 

（記載例：社員番号とイニシャルを組み合わせた 10 桁の英数字） 

その他参考事項

 

 

  

税 理 士 署 名 押 印 
 

○印   

  

※税務署 

処理欄 

部門  
決算

期 
 

業種

番号
 入力  名簿  通信日付印 年 月 日

確認

印 
 

番号確認 身元確認 確認書類 

個人番号カード／通知カード・運転免許証 

その他（               ） 
 

□ 済 

□ 未済 

27.06 改正 

（

規

格

Ａ

４

） 



改 正 後 改 正 前 

（252 源泉徴収に関する申告書に記載すべき事項の電磁的方法による提供の承認申請書） （238 源泉徴収に関する申告書に記載すべき事項の電磁的方法による提供の承認申請書） 

  

 

源泉徴収に関する申告書に記載すべき事項の 

電磁的方法による提供の承認申請書の記載要領等 

 

１ 源泉徴収に関する申告書に記載すべき事項の電磁的方法による提供に関する特例制度について 

(1) 源泉徴収に関する申告書（以下「申告書」といいます。）に記載すべき事項の電磁的方法による提供に関する

特例の適用を受けるに当たっては、給与等、退職手当等又は公的年金等（以下「給与等」といいます。）の源泉徴収義務者

は、給与等の受領者から申告書に記載すべき事項の電磁的方法による提供（以下「電磁的方法による提供」といいます。）

を受けるための措置を講ずる必要があります。 

  （注） この特例の対象となる申告書は、次のものです。 

① 所得税法第198条第２項の規定によるもの 

・ 給与所得者の扶養控除等申告書（所法194） 

・ 従たる給与についての扶養控除等申告書（所法195） 

・ 給与所得者の配偶者特別控除申告書（所法195の２） 

・ 給与所得者の保険料控除申告書（所法196） 

② 所得税法第203条第４項の規定によるもの 

・ 退職所得の受給に関する申告書（所法203） 

③ 所得税法第203条の５第４項の規定によるもの 

・ 公的年金等の受給者の扶養親族等申告書（所法203の５） 

(2) 具体的には、源泉徴収義務者は、①給与等の受領者から「電磁的方法の種類」欄に記載する方法による提供を受けるため

の措置及び②電磁的方法による提供を受ける際に、給与等の受領者を特定するため、「電磁的方法により提供する者の氏名

を明らかにするための措置の内容」欄に記載の措置を講ずるとともに、この申請書を納税地の所轄税務署長に提出し、その

承認を受けなければなりません。 

(注) この申請書を提出した月の翌月末日までに税務署長から承認通知又は承認しないことの決定通知がなければ、この申

請書を提出した月の翌月末日に承認があったものとされます。 

(3) この特例について承認を受けていた源泉徴収義務者が、電磁的方法による提供を受けることをやめようとする場合には、

その旨を記載した届出書を税務署長に提出する必要があります。 

◎注意 

１ 源泉徴収義務者が、次に掲げる措置を講じていない場合には、この特例の承認を受けられないことがあるほか、既に受

けている承認を取り消されることがあります。 

① 給与等の受領者が電磁的方法による提供を適正に行うことができるための措置 

② 給与等の受領者が電磁的方法による提供を行う際に、源泉徴収義務者においてその者を特定することができるための

措置 

③ 申告書に記載すべき事項について電子計算機の映像面への表示及び書面への出力をするための措置 

２ 給与等の受領者は、電磁的方法による提供を行う場合であっても、申告書に添付すべき証明書類については、書面によ

る提出又は提示が必要です。 

２ 各欄の記載方法 

(1) 「氏名又は名称｣､「住所又は所在地」及び「代表者氏名」の各欄には、申請者の氏名又は名称、住所（居所）又は本店（主

たる事務所）の所在地及び代表者の氏名をそれぞれ記載してください。 

ただし、この申請の対象とする事務所等の所在地が申請者の住所（居所）又は本店（主たる事務所）の所在地と異なると

きは、この申請の対象とする事務所等の所在地を記載してください。 

（注）この場合「その他参考事項」欄に申請者の住所（居所）又は本店（主たる事務所）の所在地を記載してください。

(2) 本文には、承認を受けようとする特例の該当条文に、それぞれ「レ」印を付してください。 

(3) 「税理士署名押印」欄は、この申請書を税理士及び税理士法人が作成した場合に、その税理士等が署名押印してください。

(4) 「※」欄は、記載しないでください。 

３ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第 29 号の２に規定する法人課税信託の受託者がその法人課税信託について、国税に関する法

律に基づき税務署長等に申請書等を提出する場合には、申請書等の「氏名又は名称」の欄には、受託者の法人名

又は氏名のほか、その法人課税信託の名称を併せて記載してください。 

源泉徴収に関する申告書に記載すべき事項の 

電磁的方法による提供の承認申請書の記載要領等 

 

１ 源泉徴収に関する申告書に記載すべき事項の電磁的方法による提供に関する特例制度について 

(1) 源泉徴収に関する申告書（以下「申告書」といいます。）に記載すべき事項の電磁的方法による提供に関する

特例の適用を受けるに当たっては、給与等、退職手当等又は公的年金等（以下「給与等」といいます。）の源泉徴収義務者

は、給与等の受領者から申告書に記載すべき事項の電磁的方法による提供（以下「電磁的方法による提供」といいます。）

を受けるための措置を講ずる必要があります。 

  （注） この特例の対象となる申告書は、次のものです。 

① 所得税法第198条第２項の規定によるもの 

・ 給与所得者の扶養控除等申告書（所法194） 

・ 従たる給与についての扶養控除等申告書（所法195） 

・ 給与所得者の配偶者特別控除申告書（所法195の２） 

・ 給与所得者の保険料控除申告書（所法196） 

② 所得税法第203条第４項の規定によるもの 

・ 退職所得の受給に関する申告書（所法203） 

③ 所得税法第203条の５第４項の規定によるもの 

・ 公的年金等の受給者の扶養親族等申告書（所法203の５） 

(2) 具体的には、源泉徴収義務者は、①給与等の受領者から「電磁的方法の種類」欄に記載する方法による提供を受けるため

の措置及び②電磁的方法による提供を受ける際に、給与等の受領者を特定するため、「電磁的方法により提供する者の氏名

を明らかにするための措置の内容」欄に記載の措置を講ずるとともに、この申請書を納税地の所轄税務署長に提出し、その

承認を受けなければなりません。 

(注) この申請書を提出した月の翌月末日までに税務署長から承認通知又は承認しないことの決定通知がなければ、この申

請書を提出した月の翌月末日に承認があったものとされます。 

(3) この特例について承認を受けていた源泉徴収義務者が、電磁的方法による提供を受けることをやめようとする場合には、

その旨を記載した届出書を税務署長に提出する必要があります。 

◎注意 

１ 源泉徴収義務者が、次に掲げる措置を講じていない場合には、この特例の承認を受けられないことがあるほか、既に受

けている承認を取り消されることがあります。 

① 給与等の受領者が電磁的方法による提供を適正に行うことができるための措置 

② 給与等の受領者が電磁的方法による提供を行う際に、源泉徴収義務者においてその者を特定することができるための

措置 

③ 申告書に記載すべき事項について電子計算機の映像面への表示及び書面への出力をするための措置 

２ 給与等の受領者は、電磁的方法による提供を行う場合であっても、申告書に添付すべき証明書類については、書面によ

る提出又は提示が必要です。 

２ 各欄の記載方法 

(1) 「住所又は所在地」、「氏名又は名称｣､「個人番号又は法人番号」及び「代表者氏名」の各欄には、申請者の住所（居所）

又は本店（主たる事務所）の所在地、氏名又は名称、個人番号又は法人番号及び代表者の氏名をそれぞれ記載してください。

ただし、この申請の対象とする事務所等の所在地が申請者の住所（居所）又は本店（主たる事務所）の所在地と異なると

きは、この申請の対象とする事務所等の所在地を記載してください。 

（注）この場合「その他参考事項」欄に申請者の住所（居所）又は本店（主たる事務所）の所在地を記載してください。

(2) 本文には、承認を受けようとする特例の該当条文に、それぞれ「レ」印を付してください。 

(3) 「税理士署名押印」欄は、この申請書を税理士及び税理士法人が作成した場合に、その税理士等が署名押印してください。

(4) 「※」欄は、記載しないでください。 

３ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第 29 号の２に規定する法人課税信託の受託者がその法人課税信託について、国税に関する法

律に基づき税務署長等に申請書等を提出する場合には、申請書等の「氏名又は名称」の欄には、受託者の法人名

又は氏名のほか、その法人課税信託の名称を併せて記載してください。 



改 正 後 改 正 前 

（253 源泉徴収に関する申告書に記載すべき事項の電磁的方法による提供の取りやめに関する届出書） （239 源泉徴収に関する申告書に記載すべき事項の電磁的方法による提供の取りやめに関する届出書） 

  

 

源泉徴収に関する申告書に記載すべき事項の 

電磁的方法による提供の取りやめに関する届出書 
 

※整理番号  

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

税務署長殿

（フリガナ）  

氏 名 又 は 名 称
 

住所又は所在地

〒 

 

 

電話    －    －  

（フリガナ）  

代 表 者 氏 名 ○印  

 □ 第 198 条第２項（給与等関係） 
所得税法 □ 第 203 条第４項（退職手当等関係）   の規定の適用を受けることを取りやめたいので 

□ 第 203 条の５第４項（公的年金等関係） 
 

この旨届け出ます。 
 

承 認 年 月 日 年  月  日 （承認申請書の提出年月日     年  月  日） 

参 考 事 項  

 

税 理 士 署 名 押 印 ○印   

 

※税務署

処理欄
部門  

決算

期 
 

業種

番号
 入力  名簿  通信日付印 年  月  日

確認

印 
   

 

（注意事項） 

１ この届出書は、源泉徴収に関する申告書に記載すべき事項の電磁的方法による提供について承認を受けて

いる者（所得税法第 198 条第２項、第 203 条第４項又は第 203 条の５第４項）が、これらの規定の適用を受

けることをやめようとする場合に使用します。 

２ この届出書を提出した場合には、その提出した日において承認の効力が失われます。 
 

（届出書の書き方） 

１ 「氏名又は名称｣､「住所又は所在地」及び「代表者氏名」の各欄には、届出者の氏名又は名称、住所（居

所）又は本店（主たる事務所）の所在地及び代表者の氏名をそれぞれ記載してください。 

ただし、この届出の対象とする事務所等の所在地が届出者の住所（居所）又は本店（主たる事務所）の所

在地と異なるときは、この届出の対象とする事務所等の所在地を記載してください。 

２ 本文には、届出の対象とする特例の該当条文に、それぞれ「レ」印を付してください。 

３ 「承認年月日」欄には、「源泉徴収に関する申告書に記載すべき事項の電磁的方法による提供の承認通知

書」を受理している場合にはその通知書に記載されている年月日を、それ以外の場合には承認申請書を提出

した日の属する月の翌月末日を記載してください。また、括弧内には、承認申請書の提出年月日を記載して

ください。 

４ 「参考事項」欄には、電磁的方法による提供を受けることをやめようとする理由及び参考となるべき事項

を記載してください。 

５ 「税理士署名押印」欄は、この届出書を税理士及び税理士法人が作成した場合に、その税理士等が署名押

印してください。 

６ 「※」欄は、記載しないでください。 

７ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第 29 号の２に規定する法人課税信託の受託者がその法人課税信託について、国税に関

する法律に基づき税務署長等に申請書等を提出する場合には、申請書等の「氏名又は名称」の欄には、受

託者の法人名又は氏名のほか、その法人課税信託の名称を併せて記載してください。 

24.12 改正 

 （
規
格
Ａ
４
）

源泉徴収に関する申告書に記載すべき事項の 

電磁的方法による提供の取りやめに関する届出書 
 

※整理番号  

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

税務署長殿 

住所又は所在地 

〒 

 

 

電話    －    －  

（フリガナ）  

氏 名 又 は 名 称 
 

個 人 番 号 又 は 

法 人 番 号 

↓個人番号の記載に当たっては、左端を空欄とし、ここから記載してください。 

（フリガナ）  

代 表 者 氏 名 ○印  

 
 □ 第 198 条第２項（給与等関係） 

所得税法 □ 第 203 条第４項（退職手当等関係）   の規定の適用を受けることを取りやめたいので 
□ 第 203 条の５第４項（公的年金等関係） 
 

この旨届け出ます。 
 

承 認 年 月 日 年  月  日 （承認申請書の提出年月日     年  月  日） 

参 考 事 項  

 

税 理 士 署 名 押 印 ○印  

 

※税務署 

処理欄 

部門  
決算

期 
 

業種

番号
 入力  名簿  通信日付印 年  月  日

確認

印 
  

番号確認 身元確認 確認書類 

個人番号カード／通知カード・運転免許証 

その他（               ）  
□ 済 

□ 未済 

（注意事項） 

１ この届出書は、源泉徴収に関する申告書に記載すべき事項の電磁的方法による提供について承認を受けて

いる者（所得税法第 198 条第２項、第 203 条第４項又は第 203 条の５第４項）が、これらの規定の適用を受

けることをやめようとする場合に使用します。 

２ この届出書を提出した場合には、その提出した日において承認の効力が失われます。 

 

（届出書の書き方） 

１ 「住所又は所在地」、「氏名又は名称｣､「個人番号又は法人番号」及び「代表者氏名」の各欄には、届出者

の住所（居所）又は本店（主たる事務所）の所在地、氏名又は名称、個人番号又は法人番号及び代表者の氏

名をそれぞれ記載してください。 

ただし、この届出の対象とする事務所等の所在地が届出者の住所（居所）又は本店（主たる事務所）の所

在地と異なるときは、この届出の対象とする事務所等の所在地を記載してください。 

２ 本文には、届出の対象とする特例の該当条文に、それぞれ「レ」印を付してください。 

３ 「承認年月日」欄には、「源泉徴収に関する申告書に記載すべき事項の電磁的方法による提供の承認通知

書」を受理している場合にはその通知書に記載されている年月日を、それ以外の場合には承認申請書を提出

した日の属する月の翌月末日を記載してください。また、括弧内には、承認申請書の提出年月日を記載して

ください。 

４ 「参考事項」欄には、電磁的方法による提供を受けることをやめようとする理由及び参考となるべき事項

を記載してください。 

５ 「税理士署名押印」欄は、この届出書を税理士及び税理士法人が作成した場合に、その税理士等が署名押

印してください。 

６ 「※」欄は、記載しないでください。 

７ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第 29 号の２に規定する法人課税信託の受託者がその法人課税信託について、国税に関

する法律に基づき税務署長等に申請書等を提出する場合には、申請書等の「氏名又は名称」の欄には、受

託者の法人名又は氏名のほか、その法人課税信託の名称を併せて記載してください。 

 

27.06 改正 

 （
規
格
Ａ
４
） 



改 正 後 改 正 前 

（257 年末調整による不足額徴収繰延承認申請書） （243 年末調整による不足額徴収繰延承認申請書） 
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年
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末
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整

に
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る
不
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額
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収

繰
延

承
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書
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提

出
 

税
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給
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等
の
 

支
払

者
 

住
所

又
は

所
在

地
 

〒
 

氏
名

又
は

名
称
 

○ 印
 
 
 

個
人
番
号

又
は
法
人
番
号

 
↓
個
人
番
号
の
記
載
に
当
た
っ
て
は
、
左
端
を
空
欄
と
し
、
こ
こ
か
ら
記
載
し
て
く

だ
さ
い
。
 

所
得

税
法
第

19
2
条

第
２

項
の
規

定
に
よ

り
年
末
調

整
に
よ
る
不
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額
の

徴
収
繰

延
承

認
を
申

請
し
ま

す
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徴
収

繰
延

 

承
認

申
請

者
 

所
属

部
課

名
 

 
申

請
年

月
日
 

 

住
所
 

 

氏
名
 

㊞
 

個
人

番
号

 

繰
延

承
認

を
 

受
け

よ
う

と
 

す
る

額
 

給
与
の
最
終
支
払

月
中
に
支
払
わ
れ

る
給
与
 

 
Ａ
 

Ａ
に
対
す
る
源
泉

徴
収
税
額
 

 
 

Ｂ
 

年
末
調
整
に
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る

不
足
額
 

  
Ｃ
 

給
与
の
最
終
支
払

月
中
に
支
払
わ
れ

る
税
引
手
取
額
 

(
A
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-C) 

Ｄ
 

給
与
の
最
終
支
払

月
の
前
月
ま
で
の

税
引
手
取
額
の
平

均
月
割
額
 

Ｅ
 

平
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月
割
額
の
７

割
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額
 

 
(
E×

70%
) 

Ｆ
 

平
均
月
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額
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と
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の
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に
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承
認
額
  

 
 
 
 
 
 
円

 

１
月
  

 
 
 
 
 
 
 
円
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円
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理
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署

名
押

印
 

○ 印
 
 

 

※
 

税
処

 

務
理

 

署
欄

 

起
案
 

・
 

 
 
・

 
決裁印
 

署
長

 
副

署
長
 

統
括

官
 

担
当

者
 

（
却
下
の

理
由

）
 

既未済欄
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理
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通
知

書

決
裁
 

・
 

 
 
・

 
 

 
 

 
 

 

施
行
 

・
 

 
 
・
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理
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認
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下
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号
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認

 
身
元
確
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確
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未
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※ 網掛けの箇所は、年末調整による不足額徴収繰延承認（却下）通知書と複写により記載してください。 （規格Ａ４） 
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成

 
 

年
分

年
末

調
整

に
よ

る
不

足
額

徴
収

繰
延

承
認

申
請

書
 

（
連

記
式

） 
平

成
 
 

年
 
 

月
 
 

日
提

出
 

税
務

署
長

殿
 

給
与

等
の
 

支
払

者
 

住
所

又
は

所
在

地
 

〒
 

氏
名

又
は

名
称
 

○ 印
 
 
 

所
得
税

法
第

1
9
2
条
第

２
項

の
規
定
に

よ
り
年

末
調

整
に
よ

る
不
足

額
の
徴

収
繰

延
承
認

を
申
請

し
ま

す
。
 

一
 

連
 

番
 

号
 

徴
収

繰
延

承
認

申
請

者
 

給
与
の
最
終

支
払
月
中
に

支
払
わ
れ
る

給
与
 

  

Ａ
 

Ａ
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す
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源
泉
徴
収
税

額
 

   

Ｂ
 

年
末
調
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に
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る
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足
額
 

    

Ｃ
 

給
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払
月
中
に

支
払
わ
れ
る

税
引
手
取
額
 

 (
A-B

-C) Ｄ
 

給
与
の
最
終

支
払
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の
前

月
ま
で
の
税

引
手
取
額
の

平
均
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割
額
  

Ｅ
 

平
均
月
割
額

の
７
割
相
当

額
 

  (
E×

70%
) 

Ｆ
 

平
均
月
割
額

の
７
割
と
最

終
支
払
月
の

手
取
額
と
の

差
額
 

（
Ｆ
－
Ｄ
）
 

Ｇ
 

年
末
調
整
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よ
る
不
足
額

の
う
ち
そ
の

年
徴
収
す
べ

き
不

足
額

（
Ｃ
－
Ｇ
）
 

Ｈ
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収
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よ
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１
／
２
 

備
 

 

考
 

所
属

部
課

名
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請
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日
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所
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円
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押
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※
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（規格Ａ４） 

 
※ 網掛けの箇所は、年末調整による不足額徴収繰延承認（却下）通知書と複写により記載してください。 



改 正 後 改 正 前 

（258 年末調整による不足額徴収繰延承認(却下)通知書） （244 年末調整による不足額徴収繰延承認(却下)通知書） 
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年
分

年
末
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に
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る
不

足
額

徴
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繰
延

承
認
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下
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知
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又
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 一
 

連
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徴
収
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承
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収
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Ｂ
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末
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Ｃ
 

給
与
の
最
終

支
払
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中
に

支
払
わ
れ
る
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引
手
取
額
 

 (
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給
与
の
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終

支
払
月
の
前

月
ま
で
の
税

引
手
取
額
の

平
均
月
割
額
  

Ｅ
 

平
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額

の
７
割
相
当

額
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E×

70%
) 

Ｆ
 

平
均
月
割
額

の
７
割
と
最

終
支
払
月
の

手
取
額
と
の

差
額
 

（
Ｆ
－
Ｄ
）
 

Ｇ
 

年
末
調
整
に

よ
る
不
足
額

の
う
ち
そ
の

年
徴
収
す
べ

き
不

足
額

（
Ｃ
－
Ｇ
）
 

Ｈ
 

 徴
収

繰
延

を
受

け
よ

う
と

す
る

額
と

そ
の

月
別

徴
収
額
 

 Ｃ
又
は
（
Ｃ
－
Ｈ
）
の
１
／
２
 

備
 

 考
 

所
属

部
課名
 

申
請
 

月
日
 

住
所

 
氏

名
 

印
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
承
認
額
  

 
 
 
 
 
 
円

 

１
月
  

 
 
 
 
 
 
 
円

２
月
  

 
 
 
 
 
 
 
円

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
承
認
額
  

 
 
 
 
 
 
円

 

１
月
  

 
 
 
 
 
 
 
円

２
月
  

 
 
 
 
 
 
 
円

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
承
認
額
  

 
 
 
 
 
 
円

 

１
月
  

 
 
 
 
 
 
 
円

２
月
  

 
 
 
 
 
 
 
円

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
承
認
額
  

 
 
 
 
 
 
円

 

１
月
  

 
 
 
 
 
 
 
円

２
月
  

 
 
 
 
 
 
 
円

上
記
の
者

か
ら

平
成
 

 
年
 
 

月
 
 

日
に

提
出
さ

れ
た
年

末
調
整

に
よ
る

不
足

額
の
徴

収
繰
延

承
認
の

 

申
請

は
、
承
認

（
却
下
）

し
ま
し
た

か
ら
通

知
し

ま
す
。

 

（
処
分
の

理
由
）

 

平
成

 
 
年

 
 

月
 
 

日
 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
税

務
署

長
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

○ 印
 

   24.
 12

改
正

 

（規格Ａ４） 

 

 

平
成

 
 

年
分

年
末

調
整

に
よ

る
不

足
額

徴
収

繰
延

承
認

（
却

下
）

通
知

書
 

 
 

給
与

等
の

支
払

者
 

住
所

又
は

所
在

地
 

〒
 

氏
名

又
は

名
称
 

殿
 
 
  

 

徴
収

繰
延

 

承
認

申
請

者
 

所
属

部
課

名
 

 
申

請
年

月
日
 

 

住
所
 

 

氏
名
 

 

繰
延

承
認

を
 

受
け

よ
う

と
 

す
る

額
 

給
与
の
最
終
支
払

月
中
に
支
払
わ
れ

る
給
与
 

 

Ａ
 

Ａ
に
対
す
る
源
泉

徴
収
税
額
 

 
 

Ｂ
 

年
末
調
整
に
よ
る

不
足
額
 

  

Ｃ
 

給
与
の
最
終
支
払

月
中
に
支
払
わ
れ

る
税
引
手
取
額
 

(A-B-C) 

Ｄ
 

給
与
の
最
終
支
払

月
の
前
月
ま
で
の

税
引
手
取
額
の
平

均
月
割
額
 

Ｅ
 

平
均
月
割
額
の
７

割
相
当
額
 

 
(
E×

70%
) 

Ｆ
 

平
均
月
割
額
の
７

割
と
最
終
支
払
月

の
手
取
額
と
の
差

額
（
Ｆ
－
Ｄ
）
 

Ｇ
 

年
末
調
整
に
よ
る

不
足
額
の
う
ち
そ

の
年
徴
収
す
べ
き

不
足
額
（
Ｃ
－
Ｇ
）
 

Ｈ
 

 徴
収

繰
延

を
受

け
よ

う
と

す
る

額
と

そ
の

月
別

徴
収
額
 

Ｃ
又
は
（
Ｃ
－
Ｈ
）
の
１
／
２
 

備
  考
 

 
 

 
 

 
 

 
 

承
認
額
  

 
 
 
 
 
 
円

 

１
月
  

 
 
 
 
 
 
 
円

２
月
  

 
 
 
 
 
 
 
円

上
記
の
者

か
ら
平

成
 
 

年
 

 
月
 

 
日
に

提
出
さ
れ

た
年

末
調
整

に
よ
る

不
足
額

の
徴
収

繰
延

承
認
の

 

申
請

は
、
承

認
（
却

下
）
し

ま
し

た
か
ら

通
知
し

ま
す
。
 

（
処

分
の
理

由
）
 

平
成

 
 
年

 
 
月

 
 
日

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
税

務
署

長
 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

○ 印
 

  27
.06

改
正
 

（規格Ａ４） 



改 正 後 改 正 前 

（259 地方公共団体の互助会が行う職員の相互扶助制度に関する承認申請書） （245 地方公共団体の互助会が行う職員の相互扶助制度に関する承認申請書） 

  

 

地方公共団体の互助会が行う職員の相互扶助制度に関する承認申請書 

 
※整理番号  

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

 

 

 

 

 

税務署長殿

（フリガナ）  

名 称 

 

所 在 地 

〒 

 

 

電話    －    －  

（フリガナ）  

代 表 者 氏 名 ○印  

代 表 者 の 

住 所 又 は 居 所 

〒 

 

 

電話    －    －  

所得税法施行規則第 40条の４の規定により所得税法施行令第 208条第２号の規定による承認を受けたい

ので、この旨申請します。 

事業開始年月日 平成   年   月   日 
申請日現在の加入

（見込）職員数 人 

① 互助会の事業が所得税法施

行令第 208 条第２号イに規定

する給付のみを行うものであ

ることの説明 

 

② ①の給付に要する費用は、主

として職員が負担する掛金及

び地方公共団体の補助金によ

って充てられるものであるこ

との説明 

 

③ 加入資格のある者の全員が

加入しているものであること

の説明 

 

 

税 理 士 署 名 押 印 ○印   

 

※ 

税 

務 

署 

処 

理 

欄 

起

案
・  ・ 

署 長 副署長 統括官 担当者 整理簿
処

 

理

 

事

 

績

処理内容 承認 ・ 却下 

     決

裁
・  ・ 通知年月日 ・  ・ 

（摘要） 通知書 （却下理由） 

 

  
14.07 改正 

（

規

格

Ａ

４

）

地方公共団体の互助会が行う職員の相互扶助制度に関する承認申請書 

 
※整理番号  

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

税務署長殿

所 在 地 

〒 

 

 

電話    －    －  

（フリガナ）  

名 称 
 

法 人 番 号 
 

（フリガナ）  

代 表 者 氏 名 ○印  

代 表 者 の 

住 所 又 は 居 所 

〒 

 

 

電話    －    －  

所得税法施行規則第 40条の４の規定により所得税法施行令第 208条第２号の規定による承認を受けたい

ので、この旨申請します。 

事業開始年月日 平成   年   月   日 
申請日現在の加入

（見込）職員数 人 

① 互助会の事業が所得税法施

行令第 208 条第２号イに規定

する給付のみを行うものであ

ることの説明 

 

② ①の給付に要する費用は、主

として職員が負担する掛金及

び地方公共団体の補助金によ

って充てられるものであるこ

との説明 

 

③ 加入資格のある者の全員が

加入しているものであること

の説明 

 

 

税 理 士 署 名 押 印 ○印   

 

※ 

税 

務 

署 

処 

理 

欄 

起

案
・  ・ 

署 長 副署長 統括官 担当者 整理簿
処

 

理

 

事

 

績

処理内容 承認 ・ 却下 

     決

裁
・  ・ 通知年月日 ・  ・ 

（摘要） 番号 通知書 （却下理由） 

  

  
27.06 改正 

（

規

格

Ａ

４

）



改 正 後 改 正 前 

（259 地方公共団体の互助会が行う職員の相互扶助制度に関する承認申請書） （245 地方公共団体の互助会が行う職員の相互扶助制度に関する承認申請書） 

  

 

 

地方公共団体の互助会が行う職員の相互扶助制度 

に 関 す る 承 認 申 請 書 の 記 載 要 領 等 

 

１ 提出部数 

この申請書は、２部提出してください。 

 

２ 添付書類 

この申請書には、次の書類をそれぞれ１部添付してください。 

① 貴互助会の設立に係る条例 

② 貴互助会の定款又は規約 

③ 貴互助会の決算書（直前事業年度に係るもの） 

④ 貴互助会の予算書（現事業年度に係るもの） 

 

３ 各欄は、次により記載してください。 

(1) 「名称」、「所在地」、「代表者氏名」及び「代表者の住所又は居所」の各欄には、申請者（互助

会）の名称及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名及び住所若しくは居所をそれぞれ記

載してください。 

(2) 「①」から「③」の各欄には、それぞれに掲げる要件を備えていることの事実を記載してくだ

さい。 

(3) 「税理士署名押印」欄は、この申請書を税理士及び税理士法人が作成した場合は、その税理士

等が署名押印してください。 

(4) 「※」欄は、記載しないでください。 

 

４ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第 29 号の２に規定する法人課税信託の受託者がその法人課税信託について、

国税に関する法律に基づき税務署長等に申請書等を提出する場合には、申請書等の「名称」の欄

には、受託者の法人名又は氏名のほか、その法人課税信託の名称を併せて記載してください。 

 

 

地方公共団体の互助会が行う職員の相互扶助制度 

に 関 す る 承 認 申 請 書 の 記 載 要 領 等 

 

１ 提出部数 

この申請書は、２部提出してください。 

 

２ 添付書類 

この申請書には、次の書類をそれぞれ１部添付してください。 

① 貴互助会の設立に係る条例 

② 貴互助会の定款又は規約 

③ 貴互助会の決算書（直前事業年度に係るもの） 

④ 貴互助会の予算書（現事業年度に係るもの） 

 

３ 各欄は、次により記載してください。 

(1) 「所在地」、「名称」、「法人番号」、「代表者氏名」及び「代表者の住所又は居所」の各欄には、

申請者（互助会）の主たる事務所の所在地、名称及び法人番号並びに代表者の氏名及び住所若

しくは居所をそれぞれ記載してください。 

(2) 「①」から「③」の各欄には、それぞれに掲げる要件を備えていることの事実を記載してくだ

さい。 

(3) 「税理士署名押印」欄は、この申請書を税理士及び税理士法人が作成した場合は、その税理士

等が署名押印してください。 

(4) 「※」欄は、記載しないでください。 

 

４ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第 29 号の２に規定する法人課税信託の受託者がその法人課税信託について、

国税に関する法律に基づき税務署長等に申請書等を提出する場合には、申請書等の「名称」の欄

には、受託者の法人名又は氏名のほか、その法人課税信託の名称を併せて記載してください。 

 



改 正 後 改 正 前 

（263 特定退職金共済団体に関する承認申請書） （249 特定退職金共済団体に関する承認申請書） 

  

 

特定退職金共済団体に関する承認申請書 

 ※整理番号  

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

 

 

 

税務署長殿

（フリガナ）  

名 称
 

 

所 在 地

〒 

 

 

電話    －    －  

（フリガナ）  

代 表 者 氏 名 ○印  

（フリガナ）  

退職金共済事業

の 責 任 者 氏 名

 

 

所得税法施行令第 74 条第１項の規定により承認を受けたいので、この旨申請します。 

退職金共済事業を開始しようとする年月日 平成    年    月    日 

申請時において退職金共済事業へ加入することの見込まれ

る事業者の数及び被共済者となることの見込まれるその従業

員の数 

事 業 者 の 数 人 

従 業 員 の 数 人 

申請者が一般社団法人又は一般財団法人に該当する場合には、以下の事項について記入してください。 

 

申請時における理事の総数のうち、その理事及びその理事と

一定の特殊の関係にある者（注１）である理事の数が占める割合 
（注１）一定の特殊の関係のある者とは、次の者をいいます。 

① その理事の配偶者 

② その理事の三親等以内の親族 

③ その理事と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係

と同様の事情にある者 

④ その理事の使用人 

⑤ ①～④以外の者でその理事から受ける金銭その他の資産

によって生計を維持しているもの 

⑥ ③～⑤の者と生計を一にするこれらの者の配偶者又は三

親等以内の親族 

（注２）裏面５（理事の状況）に、各理事の氏名、住所等を記載して

ください。 

理事の総数（Ａ） 人 

「その理事及びその理事と一

定の特殊の関係にある理事（左

欄①～⑥）」のグループのうち

最も人数が多いグループの人

数（Ｂ） 

人 

 
（ Ｂ ÷ Ａ ）×100 

 
（注）33.3％を超える場合は、承認

要件を満たさないこととなります。 

％ 

承認の取消しを受けたことがある場合には、その取消し通知

を受けた年月日 

昭和 
年    月    日 

平成 

申請書に添付した書

類（該当するものの符号

を ○ で 囲 ん で く だ さ

い｡) 

１ 退職金共済規程 

２ 定款の写し（一般社団法人又は一般財団法人に限ります｡) 

３ 退職金共済事業目論見書 

４ 退職金共済事業以外に営む業務の説明書及び退職金共済事業が主であるこ

との説明書（退職金共済事業以外の業務を併せて行う一般社団法人又は一般

財団法人に限ります｡) 

５ 退職金共済規程の基となる条例（退職金共済規程を条例に基づく規則によ

り定めている市町村に限ります｡) 

 

税 理 士 署 名 押 印 ○印   

 

※ 

税 

務 

署 

処 

理 

欄 

起

案 
・  ・ 

署 長 副署長 統括官 担当者 整理簿
処

 

理

 

事

 

績

処理内容 承認 ・ 却下 

     決

裁 
・  ・ 通知年月日 ・  ・ 

（摘要） 通知書 （却下理由） 

 

  
21.06 改正 

（

規

格

Ａ

４

） 
特定退職金共済団体に関する承認申請書 

 ※整理番号  

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

 

 

 

 

 

税務署長殿 

所 在 地 

〒 

 

 

電話    －    －  

（フリガナ）  

名 称 
 

法 人 番 号 
 

（フリガナ）  

代 表 者 氏 名 ○印  

（フリガナ）  

退職金共済事業 

の 責 任 者 氏 名 

 

 

所得税法施行令第 74 条第１項の規定により承認を受けたいので、この旨申請します。 

退職金共済事業を開始しようとする年月日 平成    年    月    日 

申請時において退職金共済事業へ加入することの見込まれ

る事業者の数及び被共済者となることの見込まれるその従業

員の数 

事 業 者 の 数 人 

従 業 員 の 数 人 

申請者が一般社団法人又は一般財団法人に該当する場合には、以下の事項について記入してください。 

 

申請時における理事の総数のうち、その理事及びその理事と

一定の特殊の関係にある者（注１）である理事の数が占める割合 
（注１）一定の特殊の関係のある者とは、次の者をいいます。 

① その理事の配偶者 

② その理事の三親等以内の親族 

③ その理事と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係

と同様の事情にある者 

④ その理事の使用人 

⑤ ①～④以外の者でその理事から受ける金銭その他の資産

によって生計を維持しているもの 

⑥ ③～⑤の者と生計を一にするこれらの者の配偶者又は三

親等以内の親族 

（注２）裏面５（理事の状況）に、各理事の氏名、住所等を記載して

ください。 

理事の総数（Ａ） 人 

「その理事及びその理事と一

定の特殊の関係にある理事（左

欄①～⑥）」のグループのうち

最も人数が多いグループの人

数（Ｂ） 

人 

 
（ Ｂ ÷ Ａ ）×100 

 
（注）33.3％を超える場合は、承認

要件を満たさないこととなります。 

％ 

承認の取消しを受けたことがある場合には、その取消し通知

を受けた年月日 

昭和 
年    月    日 

平成 

申請書に添付した書

類（該当するものの符号

を ○ で 囲 ん で く だ さ

い｡) 

１ 退職金共済規程 

２ 定款の写し（一般社団法人又は一般財団法人に限ります｡) 

３ 退職金共済事業目論見書 

４ 退職金共済事業以外に営む業務の説明書及び退職金共済事業が主であるこ

との説明書（退職金共済事業以外の業務を併せて行う一般社団法人又は一般

財団法人に限ります｡) 

５ 退職金共済規程の基となる条例（退職金共済規程を条例に基づく規則によ

り定めている市町村に限ります｡) 

 

税 理 士 署 名 押 印 ○印   

 

※ 

税 

務 

署 

処 

理 

欄 

起

案
・  ・ 

署 長 副署長 統括官 担当者 整理簿
処

 

理

 

事

 

績

処理内容 承認 ・ 却下 

     決

裁
・  ・ 通知年月日 ・  ・ 

（摘要） 番 号 通知書 （却下理由） 

  

  
27.06 改正 

（

規

格

Ａ

４

） 



改 正 後 改 正 前 

（263 特定退職金共済団体に関する承認申請書） （249 特定退職金共済団体に関する承認申請書） 

  

 

特定退職金共済団体に関する承認申請書の記載要領等 

 
１ 提出部数 

この申請書は、３部提出してください。 
 
２ 添付書類 

この申請書の提出時に、次の書類をそれぞれ１部添付してください。 
① 退職金共済規程及び退職金共済事業目論見書 
② 一般社団法人又は一般財団法人にあっては、①のほかに定款の写し 

なお、一般社団法人又は一般財団法人で退職金共済事業以外の業務を併せて行うものは、その退職金
共済事業以外の業務の説明書及びその法人において退職金共済事業が主たる事業であることの説明書 

③ 退職金共済規程が条例に基づいて定められている市町村等は、その条例 
 
３ 各欄は、次により記載してください。 
(1) 「名称｣､「所在地｣､「代表者氏名」及び「退職金共済事業の責任者氏名」の各欄には、申請者の名称、

主たる事務所の所在地、代表者の氏名及び退職金共済事業の責任者の氏名をそれぞれ記載してください。
(2) 「申請時において退職金共済事業へ加入することの見込まれる事業者の数及び被共済者となることの

見込まれるその従業員の数」欄には、申請書を提出する時において退職金共済事業に加入することの見
込まれる事業主の数及び被共済者となることの見込まれるその雇用する使用人の数を記載してくださ
い。 

(3) 「承認の取消しを受けたことがある場合には、その取消し通知を受けた年月日」欄は、所得税法施行
令第 75 条第１項の規定により特定退職金共済団体の承認の取消しを受けた後、再びこの申請書を提出
する場合に、その取消し通知を受けた日を記載してください。 

(4) 「税理士署名押印」欄は、この申請書を税理士及び税理士法人が作成した場合は、その税理士等が署
名押印してください。 

(5) 「※」欄は、記載しないでください。 
 

４ 留意事項 
(1) 一般社団法人又は一般財団法人（特例民法法人を除きます。）については、所得税法施行令第 73 条

第２項の規定に該当する場合に限り、この申請を行うことができます。 
(2) 法人税法第２条第 29 号の２に規定する法人課税信託の受託者がその法人課税信託について、国税に

関する法律に基づき税務署長等に申請書等を提出する場合には、申請書等の「名称」の欄には、受託者
の法人名又は氏名のほか、その法人課税信託の名称を併せて記載してください。 

 
５ 理事の状況 

一連 

番号 
氏名 住所 職名 続柄等 就任年月日

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

（注） １ 「職名」欄は、代表理事、理事等の区分を記載してください。 
    ２ 「続柄等」欄には、例えば、理事の配偶者であれば「理事○○(又は一連番号）の配偶者」と記載してください。 
    ３ 記載しきれない場合には、別途適宜の様式に記載の上、この申請書に添付してください。 

特定退職金共済団体に関する承認申請書の記載要領等 

 
１ 提出部数 

この申請書は、３部提出してください。 
 
２ 添付書類 

この申請書の提出時に、次の書類をそれぞれ１部添付してください。 
① 退職金共済規程及び退職金共済事業目論見書 
② 一般社団法人又は一般財団法人にあっては、①のほかに定款の写し 

なお、一般社団法人又は一般財団法人で退職金共済事業以外の業務を併せて行うものは、その退職金
共済事業以外の業務の説明書及びその法人において退職金共済事業が主たる事業であることの説明書 

③ 退職金共済規程が条例に基づいて定められている市町村等は、その条例 
 
３ 各欄は、次により記載してください。 
(1) 「所在地｣､「名称｣､「法人番号」、「代表者氏名」及び「退職金共済事業の責任者氏名」の各欄には、

申請者の主たる事務所の所在地、名称、法人番号、代表者の氏名及び退職金共済事業の責任者の氏名を
それぞれ記載してください。 

(2) 「申請時において退職金共済事業へ加入することの見込まれる事業者の数及び被共済者となることの
見込まれるその従業員の数」欄には、申請書を提出する時において退職金共済事業に加入することの見
込まれる事業主の数及び被共済者となることの見込まれるその雇用する使用人の数を記載してくださ
い。 

(3) 「承認の取消しを受けたことがある場合には、その取消し通知を受けた年月日」欄は、所得税法施行
令第 75 条第１項の規定により特定退職金共済団体の承認の取消しを受けた後、再びこの申請書を提出
する場合に、その取消し通知を受けた日を記載してください。 

(4) 「税理士署名押印」欄は、この申請書を税理士及び税理士法人が作成した場合は、その税理士等が署
名押印してください。 

(5) 「※」欄は、記載しないでください。 
 

４ 留意事項 
(1) 一般社団法人又は一般財団法人（特例民法法人を除きます。）については、所得税法施行令第 73 条

第２項の規定に該当する場合に限り、この申請を行うことができます。 
(2) 法人税法第２条第 29 号の２に規定する法人課税信託の受託者がその法人課税信託について、国税に

関する法律に基づき税務署長等に申請書等を提出する場合には、申請書等の「名称」の欄には、受託者
の法人名又は氏名のほか、その法人課税信託の名称を併せて記載してください。 

 
５ 理事の状況 

一連 

番号 
氏名 住所 職名 続柄等 就任年月日 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

（注） １ 「職名」欄は、代表理事、理事等の区分を記載してください。 
    ２ 「続柄等」欄には、例えば、理事の配偶者であれば「理事○○(又は一連番号）の配偶者」と記載してください。
    ３ 記載しきれない場合には、別途適宜の様式に記載の上、この申請書に添付してください。 



改 正 後 改 正 前 

（264 特定退職金共済団体に関する変更承認申請書） （250 特定退職金共済団体に関する変更承認申請書） 

  

 

特定退職金共済団体に関する変更承認申請書 

 
※整理番号  

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

 

 

 

税務署長殿

（フリガナ）  

名 称
 

所 在 地

〒 

 

電話    －    －  

（フリガナ）  

代 表 者 氏 名 ○印  

（フリガナ）  

退 職 金 共 済 事 業

の 責 任 者 氏 名

 

所得税法施行令第 74 条第５項の規定により退職金共済規程の変更承認を受けたいので、この旨申請します。 

退職金共済規程を変更しようとする年月日 平成    年    月    日 

申請者が一般社団法人又は一般財団法人に該当する場合には、以下の事項について記入してください。 

従前の承認を受けていた期間において、特定の個人又は団体に剰余金の分配その他の方法（合併による資産の移転を

含む。）により、特別の利益を与えることを決定し、又は与えたことはありません。     □ はい  □ いいえ  

 

申請時における理事の総数のうち、その理事及びその理事と

一定の特殊の関係にある者（注１）である理事の数が占める割合
（注１）一定の特殊の関係のある者とは、次の者をいいます。 

① その理事の配偶者 

② その理事の三親等以内の親族 

③ その理事と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係

と同様の事情にある者 

④ その理事の使用人 

⑤ ①～④以外の者でその理事から受ける金銭その他の資産

によって生計を維持しているもの 

⑥ ③～⑤の者と生計を一にするこれらの者の配偶者又は三

親等以内の親族 

（注２）理事の状況について、裏面５に記載してください。 

理事の総数（Ａ） 人 

「その理事及びその理事と一

定の特殊の関係にある理事（左

欄①～⑥）」のグループのうち

最も人数が多いグループの人

数（Ｂ） 

人 

 
（ Ｂ ÷ Ａ ）×100 

 
（注）33.3％を超える場合は、承認

要件を満たさないこととなります。

％

変 

更 

の 

内 

容 

項  目 内                  容 

  

上 記 の 変 更 を 行 う 

こ と と す る 事 情 等 

 

 

税 理 士 署 名 押 印 ○印   

 

※ 

税 

務 

署 

処 

理 

欄 

起

案
・  ・ 

署 長 副署長 統括官 担当者 整理簿 処

 

理

 

事

 

績

処理内容 承認 ・ 却下 

     決

裁
・  ・ 通知年月日 ・  ・ 

（摘要） 通知書  

 
  
21.06 改正 

（

規

格

Ａ

４

）

特定退職金共済団体に関する変更承認申請書 

 
※整理番号  

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

 

 

 

 

税務署長殿 

所 在 地

〒 

 

電話    －    －  

（フリガナ）  

名 称
 

法 人 番 号

（フリガナ）  

代 表 者 氏 名 ○印  

（フリガナ）  

退 職 金 共 済 事 業

の 責 任 者 氏 名

 

所得税法施行令第 74 条第５項の規定により退職金共済規程の変更承認を受けたいので、この旨申請します。 

退職金共済規程を変更しようとする年月日 平成    年    月    日 

申請者が一般社団法人又は一般財団法人に該当する場合には、以下の事項について記入してください。 

 
従前の承認を受けていた期間において、特定の個人又は団体に剰余金の分配その他の方法（合併による資産の移転を

含む。）により、特別の利益を与えることを決定し、又は与えたことはありません。     □ はい  □ いいえ  

 

申請時における理事の総数のうち、その理事及びその理事と

一定の特殊の関係にある者（注１）である理事の数が占める割合 
（注１）一定の特殊の関係のある者とは、次の者をいいます。 

① その理事の配偶者 

② その理事の三親等以内の親族 

③ その理事と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係

と同様の事情にある者 

④ その理事の使用人 

⑤ ①～④以外の者でその理事から受ける金銭その他の資産

によって生計を維持しているもの 

⑥ ③～⑤の者と生計を一にするこれらの者の配偶者又は三

親等以内の親族 

（注２）理事の状況について、裏面５に記載してください。 

理事の総数（Ａ） 人

「その理事及びその理事と一

定の特殊の関係にある理事（左

欄①～⑥）」のグループのうち

最も人数が多いグループの人

数（Ｂ） 

人

 
（ Ｂ ÷ Ａ ）×100 

 
（注）33.3％を超える場合は、承認

要件を満たさないこととなります。 

％ 

変 

更 

の 

内 

容 

項  目 内                  容 

  

上 記 の 変 更 を 行 う 

こ と と す る 事 情 等 

 

 

税 理 士 署 名 押 印 ○印  

 

※ 

税 

務 

署 

処 

理 

欄 

起

案
・  ・ 

署 長 副署長 統括官 担当者 整理簿
処

 

理

 

事

 

績

処理内容 承認 ・ 却下 

     決

裁
・  ・ 通知年月日 ・  ・ 

（摘要） 番 号 通知書  

  

  
27.06 改正 

（

規

格

Ａ

４

）



改 正 後 改 正 前 

（264 特定退職金共済団体に関する変更承認申請書） （250 特定退職金共済団体に関する変更承認申請書） 

  

 

 

特定退職金共済団体に関する変更承認申請書の記載要領等 

 

１ 提出部数 
この申請書は、２部提出してください。 

 
２ 添付書類 

この申請書の提出時に、次の書類をそれぞれ１部添付してください。 
① 変更後及び変更前の規程（条例に基づいて規程が定められているものについては、当該条例） 
② 一般社団法人又は一般財団法人である場合は、定款の写し 

なお、一般社団法人又は一般財団法人で退職金共済事業以外の業務を併せて行うものは、その退職金
共済事業以外の業務の説明書及びその法人において退職金共済事業が主たる事業であることの説明書 

③ その他参考となる書類 
 
３ 各欄は、次により記載してください。 
(1) ｢名称｣､「所在地｣､「代表者氏名」及び「退職金共済事業の責任者氏名」の各欄には、申請者の名称、

主たる事務所の所在地、代表者の氏名及び退職金共済事業の責任者の氏名をそれぞれ記載してください。
(2) ｢変更の内容」欄には、規程の変更の内容を項目別に簡記してください。 

なお、この欄に記載しきれないときは、適宜別紙を使用して記載してください。 
(3) 「上記の変更を行うこととする事情等」欄には、規程を変更する理由その他参考となる事項を記載し

てください。 
(4) 「税理士署名押印」欄は、この申請書を税理士及び税理士法人が作成した場合は、その税理士等が署

名押印してください。 
(5) 「※」欄は、記載しないでください。 
 

４ 留意事項 
(1) 一般社団法人又は一般財団法人（特例民法法人を除きます。）については、所得税法施行令第 73 条

第２項の規定に該当する場合に限り、この申請を行うことができます。 
(2) 法人税法第２条第 29 号の２に規定する法人課税信託の受託者がその法人課税信託について、国税に

関する法律に基づき税務署長等に申請書等を提出する場合には、申請書等の「名称」の欄には、受託者
の法人名又は氏名のほか、その法人課税信託の名称を併せて記載してください。 

 
５ 理事の状況 

一連 

番号 
氏名 住所 職名 続柄等 就任年月日 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

（注） １ 「職名」欄は、代表理事、理事等の区分を記載してください。 
    ２ 「続柄等」欄には、例えば、理事の配偶者であれば「理事○○(又は一連番号）の配偶者」と記載してください。 
    ３ 記載しきれない場合には、別途適宜の様式に記載の上、この申請書に添付してください。 

 

 

特定退職金共済団体に関する変更承認申請書の記載要領等 

 

１ 提出部数 
この申請書は、２部提出してください。 

 
２ 添付書類 

この申請書の提出時に、次の書類をそれぞれ１部添付してください。 
① 変更後及び変更前の規程（条例に基づいて規程が定められているものについては、当該条例） 
② 一般社団法人又は一般財団法人である場合は、定款の写し 

なお、一般社団法人又は一般財団法人で退職金共済事業以外の業務を併せて行うものは、その退職金
共済事業以外の業務の説明書及びその法人において退職金共済事業が主たる事業であることの説明書 

③ その他参考となる書類 
 
３ 各欄は、次により記載してください。 
(1) 「所在地｣､｢名称｣､「法人番号」、「代表者氏名」及び「退職金共済事業の責任者氏名」の各欄には、

申請者の主たる事務所の所在地、名称、法人番号、代表者の氏名及び退職金共済事業の責任者の氏名を
それぞれ記載してください。 

(2) ｢変更の内容」欄には、規程の変更の内容を項目別に簡記してください。 
なお、この欄に記載しきれないときは、適宜別紙を使用して記載してください。 

(3) 「上記の変更を行うこととする事情等」欄には、規程を変更する理由その他参考となる事項を記載し
てください。 

(4) 「税理士署名押印」欄は、この申請書を税理士及び税理士法人が作成した場合は、その税理士等が署
名押印してください。 

(5) 「※」欄は、記載しないでください。 
 

４ 留意事項 
(1) 一般社団法人又は一般財団法人（特例民法法人を除きます。）については、所得税法施行令第 73 条

第２項の規定に該当する場合に限り、この申請を行うことができます。 
(2) 法人税法第２条第 29 号の２に規定する法人課税信託の受託者がその法人課税信託について、国税に

関する法律に基づき税務署長等に申請書等を提出する場合には、申請書等の「名称」の欄には、受託者
の法人名又は氏名のほか、その法人課税信託の名称を併せて記載してください。 

 
５ 理事の状況 

一連 

番号 
氏名 住所 職名 続柄等 就任年月日 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

（注） １ 「職名」欄は、代表理事、理事等の区分を記載してください。 
    ２ 「続柄等」欄には、例えば、理事の配偶者であれば「理事○○(又は一連番号）の配偶者」と記載してください。
    ３ 記載しきれない場合には、別途適宜の様式に記載の上、この申請書に添付してください。 

 



改 正 後 改 正 前 

（268 源泉所得税及び復興特別所得税の徴収猶予・還付申請書(災免用)給与等・公的年金等・報酬等） （254 源泉所得税及び復興特別所得税の徴収猶予・還付申請書(災免用)給与等・公的年金等・報酬等） 

  

 

 

          税務署長 殿         年  月  日提出 

    〒           ﾌﾘｶﾞﾅ  

住 所             氏 名             ○印  

(居所)             職 業   電話(   )  －    

平成  年分 源泉所得税及び復興特別所得税の徴収猶予・還付申請書（災免用）給与等・公的年金等・報酬等 

１ 被害の状況  あなたが受けた被害の状況を、次の欄に書き入れてください。 

なお、①及び②の損害割合が 50％未満のときは提出できません。 

災害の

原 因

被 害 を 

受けた日
被災財産の所在地 被災直前の価額

Ａ

損 害 額
（Ａ×被害割合）

Ｂ

保険金などで補
てんされる金額

Ｃ

差引損害額
（Ｂ－Ｃ） 

Ｄ

損 害 割 合 
（Ｄ／Ａ） 

Ｅ 

 ・ ・  

住
宅

    ％

家
財

    ％

２ 所得の見積額  あなたの今年の所得の見積額を、次の欄に書き入れてください。 

なお、③の金額が 1,000 万円を超えるときは提出できません。 

所得の種類 種 目 所 得 の 生 ず る 場 所 収 入 金 額
Ａ

必 要 経 費 等
Ｂ

事 業 専 従 者
控 除 額

Ｃ 

所得金額 

（Ａ－Ｂ－Ｃ） 

   円 円 円 円 

       

       

合   計（租税特別措置法の規定により分離課税となる利子所得及び一定の配当所得などは除きます。）  

３ 徴 収 猶 予 期 間  あなたが徴収猶予又は還付を受けようとする給与等、公的年金等、報酬等の別及びその支払者の 

又は還付金額等  名称並びに徴収猶予を受けようとする期間又は還付を受けようとする金額を書き入れてください。 

給与等、公的年金等、報酬等の別 給与等、公的年金等、報酬等の支払者の名称 給与等、公的年金等、報酬等の支払者の所在地

   

   

   

（
裏
面
を
参
照
） 

徴収猶予期間 還付を受けようとする額 イ 銀行等      銀行           本 店 ･本 所
金庫･組合        出 張 所

           農協･漁協        支 店 ･支 所

          預金  口座番号            

ロ ゆうちょ銀行の貯金口座 

      貯金口座の記号番号     －         

ハ 郵便局等窓口               

・  ・   から

・  ・   まで

円

※ 還付される税金の受取場所を

右記に書き入れてください。 

４ 支払者の証明  あなたが給与等又は公的年金等について徴収された税額の還付を受けようとする場合 

          には、次の欄に給与等又は公的年金等の支払者の証明を受けてください。 

給与等又は公的年金等の支払者がこの申請書を受け付けた日 平成   年   月   日 

今年の１月からこの申請書を受け付けた日までの間に、申請者に支払った給与等又は公

的年金等から徴収した税額（内訳は別紙のとおり。） 

円

上の税額の納付先税務署長 税務署長

（支払者の証明） 
    上記のとおり相違ありません。               所在地                        
                  給与等又は公的年金等の支払者の 
      平成  年  月  日                名 称                    ○印  

 
※ 税務署処理欄（この欄には書かないでください。） 

起
案

・   ・ 
署 長 副署長 統括官 担当者 整理簿 管理部門 通 信 日 付 印 確 認 印

      
年   月   日  決

裁
・   ・ 

調
査
事
項

区 分 災害直前の価額 損 害 額 補てん金額 差引損害額 損害割合 （摘要） 

住 宅 円 円 円 円 ％

家 財      

処
理
区
分

還 付 承 認 ・ 却 下 (還付税額)        円 却
下
事
由

 

徴収猶予 承 認 ・ 却 下
（猶予期間） 

自  ・  ・ 
至  ・  ・ 

(猶予税額)

全額・半額
 

26.06 改正    

この欄には
書かないで

ください。

 索引番号

  

① 

② 

③ 

（

規

格

Ａ

４

） 
 

          税務署長 殿         年  月  日提出 

    〒           ﾌﾘｶﾞﾅ  

住 所             氏 名              ○印  

(居所)             個人番号            職 業   電話(   )  －    

平成  年分 源泉所得税及び復興特別所得税の徴収猶予・還付申請書（災免用）給与等・公的年金等・報酬等 

１ 被害の状況  あなたが受けた被害の状況を、次の欄に書き入れてください。 

なお、①及び②の損害割合が 50％未満のときは提出できません。 

災害の 

原 因 

被 害 を

受けた日 
被災財産の所在地

 
被災直前の価額

Ａ 

損 害 額
（Ａ×被害割合）

Ｂ

保険金などで補
てんされる金額

Ｃ

差引損害額
（Ｂ－Ｃ） 

Ｄ

損 害 割 合
（Ｄ／Ａ）

Ｅ

 ・ ・  

住

宅
    

％

家

財
    

％

２ 所得の見積額  あなたの今年の所得の見積額を、次の欄に書き入れてください。 

なお、③の金額が 1,000 万円を超えるときは提出できません。 

所得の種類 種 目 所 得 の 生 ず る 場 所 収 入 金 額
Ａ 

必 要 経 費 等
Ｂ

事 業 専 従 者
控 除 額

Ｃ 

所得金額 
（Ａ－Ｂ－Ｃ）

   円 円 円 円

       

       

合   計（租税特別措置法の規定により分離課税となる利子所得及び一定の配当所得などは除きます。）  

３ 徴 収 猶 予 期 間  あなたが徴収猶予又は還付を受けようとする給与等、公的年金等、報酬等の別及びその支払者の 

又は還付金額等     名称並びに徴収猶予を受けようとする期間又は還付を受けようとする金額を書き入れてください。 

給与等、公的年金

等、報酬等の別
給与等、公的年金等、報酬等の支払者の名称 給与等、公的年金等、報酬等の支払者の所在地

給 与 等 、 公 的 年 金 等 の 支 払 者 の 

個 人 番 号 又 は 法 人 番 号 

   
※ この申請書の提出を受けた給与等又は公的年金等の支払者が記載してください。

   

   

（
裏
面
を
参
照
） 

徴収猶予期間 還付を受けようとする額 イ 銀行等      銀行           本 店 ･本 所

金庫･組合        出 張 所
           農協･漁協        支 店 ･支 所

          預金  口座番号           

ロ ゆうちょ銀行の貯金口座 

      貯金口座の記号番号     －          

ハ 郵便局等窓口                

・  ・   から

・  ・   まで

円

※ 還付される税金の受取場所を 

右記に書き入れてください。 

４ 支払者の証明  あなたが給与等又は公的年金等について徴収された税額の還付を受けようとする場合 

          には、次の欄に給与等又は公的年金等の支払者の証明を受けてください。 

給与等又は公的年金等の支払者がこの申請書を受け付けた日 平成   年   月   日 

今年の１月からこの申請書を受け付けた日までの間に、申請者に支払った給与等又は公

的年金等から徴収した税額（内訳は別紙のとおり。） 

円

上の税額の納付先税務署長 税務署長

（支払者の証明） 
    上記のとおり相違ありません。               所在地                       
                  給与等又は公的年金等の支払者の 
      平成  年  月  日                名 称                    ○印 

 
※ 税務署処理欄（この欄には書かないでください。） 

起

案 
・   ・ 

署 長 副署長 統括官 担当者 整理簿 管理部門 通 信 日 付 印 確 認 印

      
年   月   日  決

裁 
・   ・ 

調
査
事
項 

区 分 災害直前の価額 損 害 額 補てん金額 差引損害額 損害割合 （摘要） 

住 宅 円 円 円 円 ％

家 財      

処
理
区
分 

還 付 承 認 ・ 却 下 (還付税額)        円 却
下
事
由 

 

徴収猶予 承 認 ・ 却 下
（猶予期間）

自  ・  ・ 
至  ・  ・ 

(猶予税額)

全額・半額

番

号 

番号確認 身元確認 確認書類 

個人番号カード／通知カード・運転免許証 

その他（               ） 
 

□ 済 

□ 未済  

27.06 改正    

この欄には
書かないで
ください。

 索引番号

  

①

②

③

（

規

格

Ａ

４

） 



改 正 後 改 正 前 

（268 源泉所得税及び復興特別所得税の徴収猶予・還付申請書(災免用)給与等・公的年金等・報酬等） （254 源泉所得税及び復興特別所得税の徴収猶予・還付申請書(災免用)給与等・公的年金等・報酬等） 

  

 

申 請 に つ い て の 説 明 

１ この申請書を提出して、源泉所得税及び復興特別所得税の徴収猶予又

は還付を受けることができる人は 

災害（注１）により、自分（配偶者その他の親族でその年中の合計所

得金額の見積額が基礎控除の額以下であるものを含みます｡）の住宅（注

２）又は家財（注３）について、その価額の50％以上の損害（注４）を

受けた人で、かつ、被災した日において見積もったその年中の合計所得

金額が1,000万円以下の人です。 

なお、この徴収猶予などの措置によらないで、雑損失（注５）がある

ことによる徴収猶予の措置を受けることもできますが、この措置につい

ての詳細は、雑損失用の申請書の説明をご覧ください。 

２ この申請書を提出して、徴収猶予又は還付を受けることができる源泉

所得税及び復興特別所得税は 

(1) 給与等（給料、賞与など）又は公的年金等に対する源泉所得税及び

復興特別所得税（徴収猶予と還付） 

(2) 所得税法第 204 条第１項第１号から第６号までに規定する所得

（以下「報酬等」といいます｡)に対する源泉所得税及び復興特別所得

税（徴収猶予）です。 

なお、(1)の給与等には日雇給与（注６）を含みます。 
３ 徴収猶予又は還付の内容は 

(1) 給与等又は公的年金等の徴収猶予又は還付は、次のとおりです。 

ただし、日雇給与については、この申請書を納税地の所轄税務署

長に提出し、交付を受けた徴収猶予の認証の呈示をして支払を受け

るものから 
ロ 報酬等については、この申請書を納税地の所轄税務署長に提出し

た時後に支払を受けるものから 
それぞれ徴収猶予されることになりますから、なるべく早く提出して

ください。 
５ 申請が承認され又は却下されたときは 

それぞれ所轄税務署長から申請者と支払者とにその旨通知されます。

ただし、給与等（日雇給与を除く｡)又は公的年金等の還付申請に対す

る承認、却下と、報酬等の徴収猶予申請に対する却下の通知並びに日雇

給与の徴収猶予申請及び還付申請に対する承認、却下の通知は、支払者

に通知されません。 
６ 給与等又は公的年金等の支払者がこの申請書を受け取ったときは 

その記載内容を検討し給与等又は公的年金等の支払者証明欄（表面４

欄）に所要の記載をしたうえ、申請者の納税地の所轄税務署長に提出し

てください（支払者の源泉所得税の納税地の所轄税務署長に提出しても

構いません。）。 

なお、徴収猶予の申請書を提出した人が、徴収猶予を受ける適格者で

あると認められるとき（表面の①又は②が50％以上で、③が 1,000万円

以下であるとき）は、申請書が提出された日後支払う給与等又は公的年

金等に対する源泉所得税及び復興特別所得税の徴収を猶予して差し支え

ありません。 

この場合、後日税務署長から徴収猶予の却下又は申請した猶予期間と

異なる猶予期間の承認の通知があったときは、それぞれその通知に基づ

いて補正し、徴収不足となった税額は、追加納付しなければなりません。 
７ 申請者の確定申告について 

この申請書を提出して給与等又は公的年金等について徴収を猶予され

又は還付を受けた場合には、その徴収猶予、還付を受けた給与等又は公

的年金等については、全て確定申告で税額の清算をすることになってい

ます（年末調整は行うことはできません｡)。 
（注）１ 「災害」には、震災、風水害等のいわゆる天災のほか、人為的

災害で自分の意思によらない災害（例えば、失火による焼失）を

含みます。 
２ 「住宅」とは、自分（配偶者その他の親族でその年中の合計所

得金額の見積額が基礎控除の額以下であるものを含みます｡)が常

時起居する家屋をいい、必ずしも生活の本拠である家屋であるこ

とを要しません。 
したがって、同一人が同時に２以上の住宅を有することもあり

得ますが、現に起居している家屋であっても、常時起居しない別

荘のようなものは住宅とはなりません。 
なお、常時起居している家屋に付属する倉庫、物置等の附属建

物は住宅に含まれます。 
３ 「家財」とは、自分（配偶者その他の親族でその年中の合計所

得金額の見積額が基礎控除の額以下であるものを含みます｡)の日

常生活に通常必要とする家具、什器、衣服、書籍その他の家庭用

動産をいい、書画、骨董、娯楽品等の生活に必要な程度を超える

ものは含まれません。 
４ 「損害」額は、申請者（配偶者その他の親族でその年中の合計

所得金額の見積額が基礎控除の額以下であるものを含みます｡)の
有する住宅の全部又は家財について、被災時における時価により、

各別に計算（個々に計算することが困難な場合は、税務署にご相

談ください｡)し、住宅又は家財の全部について支払を受けた保険

金又は損害賠償金（まだ現実に支払を受けていないときは、支払

を受けられる見積額）があるときは、住宅又は家財の別にしたが

い、それぞれ上記について計算した金額から控除して計算します。 
５ 「雑損失」とは、震災、風水害、火災等の災害又は盗難若しく

は横領により資産（事業用の資産や生活に通常必要でない資産は

除かれます｡)について受けた損害額（保険金などで補てんされた

金額は除かれます｡)が、その人の合計所得金額の１割を超えると

きのその超過額をいいます。 
６ 「日雇給与」とは、継続して同一の雇用主に雇用されない人が、

労働した日又は時間によって算定され、かつ、労働した日におい

て支払を受ける給与等（日額表丙欄により源泉徴収される給与等）

をいいます。 
７ 給与等又は公的年金等の支払者の源泉所得税の納税地の所轄税

務署長に提出しても構いません（この場合でも、申請書の名宛人

は、申請者の納税地の所轄税務署長としてください。）。 

 表面の③ 

の 金 額 
徴 収 を 猶 予 さ れ る 期 間 還 付 さ れ る 金 額

500 万円以
下の場合 

被災した日からその年 12 月

31日までの期間 

その年１月１日から被災した

日までの間に支払を受けた給与

等又は公的年金等について徴収

された税額 

500 万円を
超え750万
円以下の場
合 

イ その年６月30日以前に被

災した場合 

被災した日から６か月間 

ありません。 

ロ その年７月１日以後に被災

した場合 

被災した日からその年 12

月31日までの期間 

その年７月１日から被災した

日までの間に支払を受けた給与

等又は公的年金等について徴収

された金額 

ハ イ、ロの方法にかえて、被

災した日からその年12 月 31

日までの間に支払を受ける給

与等又は公的年金等に対する

税額の半額の徴収猶予を受け

ることもできます。 

このハの徴収猶予を受けた場

合には、その年１月１日から被災

した日までの間に支払を受けた

給与等又は公的年金等について

徴収された税額の半額が還付さ

れます。 

750 万円を
超え 1,000
万円以下の
場合 

被災した日から３か月間（そ

の年 10 月１日以後に災害を受

けた場合には、その日から 12

月31日まで） 

ありません。 

なお、日雇給与について申請が承認されたときは、証票が交付され

ますから、給与等の支払を受ける際、その証票を給与等の支払者に呈

示すれば、証票に記載されている猶予期間中は、源泉所得税及び復興

特別所得税は徴収されません。 
(2) 報酬等の徴収猶予は、次のとおりです。 

 表 面の ③ の 金額 徴 収 を 猶 予 さ れ る 期 間 

500万円以下の場合 被災した日からその年12月31日までの期間 

500万円を超え750万円以
下の場合 

イ その年６月30日以前に災害を受けた場合 

被災した日から６か月間 

ロ その年７月１日以後に災害を受けた場合 

被災した日からその年12月31日までの期間 

750万円を超え1,000万円

以下の場合 

被災した日から３か月間（その年10月１日以後に災

害を受けた場合には、その日から12月31日まで） 

４ この申請書の提出先や提出期限などは 

(1) この申請書の提出先は 
イ 給与等又は公的年金等について徴収猶予を受けようとする申請の

場合は、その給与等又は公的年金等の支払者を経由して申請者の納

税地の所轄税務署長（注７）に（給与等又は公的年金等の支払者ご

とに別葉で申請してください｡) 
ただし、日雇給与について徴収猶予を受けようとする申請の場合

は、直接、申請者の納税地の所轄税務署長に（日雇給与について還付

を受けようとするときは、徴収された税額を証する書類を添付してく

ださい｡) 
ロ 報酬等について徴収猶予を受けようとする申請の場合は、直接、

申請者の納税地の所轄税務署長に 
それぞれ提出してください。 

(2) この申請書の提出期限は特に定められていませんが、徴収猶予され

る税額は、３の徴収猶予期間内の給与等、公的年金等又は報酬等に対

する税額のうち、 
イ 給与等については、この申請書を給与等又は公的年金等の支払者 
に提出した時後に支払を受けるものから 

申 請 に つ い て の 説 明 

１ この申請書を提出して、源泉所得税及び復興特別所得税の徴収猶予又

は還付を受けることができる人は 

災害（注１）により、自分（配偶者その他の親族でその年中の合計所

得金額の見積額が基礎控除の額以下であるものを含みます｡）の住宅（注

２）又は家財（注３）について、その価額の50％以上の損害（注４）を

受けた人で、かつ、被災した日において見積もったその年中の合計所得

金額が1,000万円以下の人です。 

なお、この徴収猶予などの措置によらないで、雑損失（注５）がある

ことによる徴収猶予の措置を受けることもできますが、この措置につい

ての詳細は、雑損失用の申請書の説明をご覧ください。 

２ この申請書を提出して、徴収猶予又は還付を受けることができる源泉

所得税及び復興特別所得税は 

(1) 給与等（給料、賞与など）又は公的年金等に対する源泉所得税及び

復興特別所得税（徴収猶予と還付） 

(2) 所得税法第 204 条第１項第１号から第６号までに規定する所得

（以下「報酬等」といいます｡)に対する源泉所得税及び復興特別所得

税（徴収猶予）です。 

なお、(1)の給与等には日雇給与（注６）を含みます。 
３ 徴収猶予又は還付の内容は 

(1) 給与等又は公的年金等の徴収猶予又は還付は、次のとおりです。 

ただし、日雇給与については、この申請書を納税地の所轄税務署

長に提出し、交付を受けた徴収猶予の認証の呈示をして支払を受け

るものから 
ロ 報酬等については、この申請書を納税地の所轄税務署長に提出し

た時後に支払を受けるものから 
それぞれ徴収猶予されることになりますから、なるべく早く提出して

ください。 
５ 申請が承認され又は却下されたときは 

それぞれ所轄税務署長から申請者と支払者とにその旨通知されます。

ただし、給与等（日雇給与を除く｡)又は公的年金等の還付申請に対す

る承認、却下と、報酬等の徴収猶予申請に対する却下の通知並びに日雇

給与の徴収猶予申請及び還付申請に対する承認、却下の通知は、支払者

に通知されません。 
６ 給与等又は公的年金等の支払者がこの申請書を受け取ったときは 

その記載内容を検討し、「給与等、公的年金等の支払者の個人番号又は

法人番号」欄（表面３欄）に支払者の個人番号又は法人番号を記載し、

給与等又は公的年金等の支払者証明欄（表面４欄）に所要の記載をした

うえ、申請者の納税地の所轄税務署長に提出してください（支払者の源

泉所得税の納税地の所轄税務署長に提出しても構いません。）。 

なお、徴収猶予の申請書を提出した人が、徴収猶予を受ける適格者で

あると認められるとき（表面の①又は②が50％以上で、③が 1,000万円

以下であるとき）は、申請書が提出された日後支払う給与等又は公的年

金等に対する源泉所得税及び復興特別所得税の徴収を猶予して差し支え

ありません。 

この場合、後日税務署長から徴収猶予の却下又は申請した猶予期間と

異なる猶予期間の承認の通知があったときは、それぞれその通知に基づ

いて補正し、徴収不足となった税額は、追加納付しなければなりません。

７ 申請者の確定申告について 

この申請書を提出して給与等又は公的年金等について徴収を猶予され

又は還付を受けた場合には、その徴収猶予、還付を受けた給与等又は公

的年金等については、全て確定申告で税額の清算をすることになってい

ます（年末調整は行うことはできません｡)。 
（注）１ 「災害」には、震災、風水害等のいわゆる天災のほか、人為的

災害で自分の意思によらない災害（例えば、失火による焼失）を

含みます。 
２ 「住宅」とは、自分（配偶者その他の親族でその年中の合計所

得金額の見積額が基礎控除の額以下であるものを含みます｡)が常

時起居する家屋をいい、必ずしも生活の本拠である家屋であるこ

とを要しません。 
したがって、同一人が同時に２以上の住宅を有することもあり

得ますが、現に起居している家屋であっても、常時起居しない別

荘のようなものは住宅とはなりません。 
なお、常時起居している家屋に付属する倉庫、物置等の附属建

物は住宅に含まれます。 
３ 「家財」とは、自分（配偶者その他の親族でその年中の合計所

得金額の見積額が基礎控除の額以下であるものを含みます｡)の日

常生活に通常必要とする家具、什器、衣服、書籍その他の家庭用

動産をいい、書画、骨董、娯楽品等の生活に必要な程度を超える

ものは含まれません。 
４ 「損害」額は、申請者（配偶者その他の親族でその年中の合計

所得金額の見積額が基礎控除の額以下であるものを含みます｡)の
有する住宅の全部又は家財について、被災時における時価により、

各別に計算（個々に計算することが困難な場合は、税務署にご相

談ください｡)し、住宅又は家財の全部について支払を受けた保険

金又は損害賠償金（まだ現実に支払を受けていないときは、支払

を受けられる見積額）があるときは、住宅又は家財の別にしたが

い、それぞれ上記について計算した金額から控除して計算します。

５ 「雑損失」とは、震災、風水害、火災等の災害又は盗難若しく

は横領により資産（事業用の資産や生活に通常必要でない資産は

除かれます｡)について受けた損害額（保険金などで補てんされた

金額は除かれます｡)が、その人の合計所得金額の１割を超えると

きのその超過額をいいます。 
６ 「日雇給与」とは、継続して同一の雇用主に雇用されない人が、

労働した日又は時間によって算定され、かつ、労働した日におい

て支払を受ける給与等（日額表丙欄により源泉徴収される給与等）

をいいます。 
７ 給与等又は公的年金等の支払者の源泉所得税の納税地の所轄税

務署長に提出しても構いません（この場合でも、申請書の名宛人

は、申請者の納税地の所轄税務署長としてください。）。 

 表面の③ 

の 金 額 
徴 収 を 猶 予 さ れ る 期 間 還 付 さ れ る 金 額 

500 万円以
下の場合 

被災した日からその年 12 月

31日までの期間 

その年１月１日から被災した

日までの間に支払を受けた給与

等又は公的年金等について徴収

された税額 

500 万円を
超え750万
円以下の場
合 

イ その年６月30日以前に被

災した場合 

被災した日から６か月間 

ありません。 

ロ その年７月１日以後に被災

した場合 

被災した日からその年 12

月31日までの期間 

その年７月１日から被災した

日までの間に支払を受けた給与

等又は公的年金等について徴収

された金額 

ハ イ、ロの方法にかえて、被

災した日からその年12 月 31

日までの間に支払を受ける給

与等又は公的年金等に対する

税額の半額の徴収猶予を受け

ることもできます。 

このハの徴収猶予を受けた場

合には、その年１月１日から被災

した日までの間に支払を受けた

給与等又は公的年金等について

徴収された税額の半額が還付さ

れます。 

750 万円を
超え 1,000
万円以下の
場合 

被災した日から３か月間（そ

の年 10 月１日以後に災害を受

けた場合には、その日から 12

月31日まで） 

ありません。 

なお、日雇給与について申請が承認されたときは、証票が交付され

ますから、給与等の支払を受ける際、その証票を給与等の支払者に呈

示すれば、証票に記載されている猶予期間中は、源泉所得税及び復興

特別所得税は徴収されません。 
(2) 報酬等の徴収猶予は、次のとおりです。 

 表面 の ③ の金 額 徴 収 を 猶 予 さ れ る 期 間 

500万円以下の場合 被災した日からその年12月31日までの期間 

500万円を超え750万円以
下の場合 

イ その年６月30日以前に災害を受けた場合 

被災した日から６か月間 

ロ その年７月１日以後に災害を受けた場合 

被災した日からその年12月31日までの期間 

750万円を超え1,000万円

以下の場合 

被災した日から３か月間（その年10月１日以後に災

害を受けた場合には、その日から12月31日まで） 

４ この申請書の提出先や提出期限などは 

(1) この申請書の提出先は 
イ 給与等又は公的年金等について徴収猶予を受けようとする申請の

場合は、その給与等又は公的年金等の支払者を経由して申請者の納

税地の所轄税務署長（注７）に（給与等又は公的年金等の支払者ご

とに別葉で申請してください｡) 
ただし、日雇給与について徴収猶予を受けようとする申請の場合

は、直接、申請者の納税地の所轄税務署長に（日雇給与について還付

を受けようとするときは、徴収された税額を証する書類を添付してく

ださい｡) 
ロ 報酬等について徴収猶予を受けようとする申請の場合は、直接、

申請者の納税地の所轄税務署長に 
それぞれ提出してください。 

(2) この申請書の提出期限は特に定められていませんが、徴収猶予され

る税額は、３の徴収猶予期間内の給与等、公的年金等又は報酬等に対

する税額のうち、 
イ 給与等については、この申請書を給与等又は公的年金等の支払者 
に提出した時後に支払を受けるものから 


